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はじめに

皆様こんにちは。神奈川県知事の松沢成文

でございます。本日は大変お忙しい中、「地

方分権フォーラム２００８」にご参加いただ

き、誠にありがとうございます。

まずは、県民の皆さんはもとより、県内外

の自治体関係者の皆さんを含め、このように

多数のご参加を得ましたことを、主催者とい

たしまして、心より御礼を申し上げる次第で

す。ありがとうございました。

さて、本日のフォーラムは、明日と明後日

に横浜で行われる全国知事会議のプレイベン

トとして実施をしております。全国知事会議

では、地方分権についても議論する予定であ

りますが、ぜひ本日のこのフォーラムの議論

の成果を生かしてまいりたいと考えておりま

すので、どうぞよろしくお願いいたします。

なお、本日のフォーラムは神奈川県が主催

者でありますが、全国知事会、神奈川県市長

会及び神奈川県町村会の共催として開催をし

ております。さらには総務省、自治体学会の

ご後援も併せて頂いております。ご支援いた

主催者挨拶・課題提起

「新たな地方の時代を

神奈川から発信する」

神奈川県知事 松沢 成文

だきました皆さんにこの場をお借りいたしま

して厚く御礼を申し上げます。

本日のテーマは、「新たな地方の時代への

扉を開く～分権改革と地方の自立～」といた

しました。はじめに私から課題提起をさせて

いただきますので、よろしくお願いいたしま

す。

新たな地方分権改革

地方分権改革を巡っては、昨年４月に地方

分権改革推進法が施行され、新たな分権改革

がスタートいたしました。この法律に基づく

改革の方針は、「住民に身近な行政はできる

限り地方にゆだねること」を基本に、地方へ

の権限移譲や国の関与の整理・合理化、さら

には、国と地方の役割分担に応じた税源配分

の検討などを行うことであります。

改革の具体的な手順といたしましては、地

方分権改革推進委員会が調査・審議を行い、

順次、改革の具体的な指針を作成して、内閣
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総理大臣に勧告を行います。その勧告を受け

て、政府は、法的または財政的な措置などを

定めた地方分権改革推進計画を策定し、 2010

年の春までに、この計画に基づいて新たな分

権一括法案を国会に提出することとなってお

ります。今年の５月には地方分権改革推進委

員会から初めてとなる勧告、第１次勧告が出

されました。その内容につきましては後程申

し上げたいと思います。

さて、私たち地方の側としては、この機会

にさらに団結して、短期間に集中して議論を

進め、真の分権改革の実現に向けて積極的に

国に働きかけていかなければならないと考え

ています。まさに地方にとりましては今が改

革の正念場であります。

そこで、本日は、分権改革と地方の自立の

視点から、地方自治体にとって、今、何が必

要なのかを議論してまいりたいと考えていま

す。

なぜ、今、地方分権なのか

それでは、本題に入ってまいります。まず

は原点に立ち返り、「なぜ今、地方分権を進

める必要があるのか」についてお話をしま

す。皆さんもご承知のとおり、「地方分権」

の反対の、対峙する言葉として「中央集権」

という言葉があります。権限や財源を国に集

中して統治する形態をこのように呼んでおり

ますが、中央集権型の行政システムも、明治

維新や戦後の高度経済成長期などの時代にお

いては、有効なシステムでありました。しか

高齢化社会の到来や、国際競争の激化、国民

の価値観・ニーズの多様化などの大きな変化

が起きる一方、国・地方ともに多額の債務を

抱えるなど行政システムの改革が求められて

います。そこで、こうした時代の変化や要請

に的確に対応していくためには、国に集中し

ている権限や財源を地方に移し、行政システ

ムを地方分権型へ抜本的に転換していくこと

が重要であります。

それはなぜかと申しますと、従来の中央集

権型のシステムでは、こうした時代の変化に

対する的確な対応が制度面からも、また運用

面からも難しいからであります。

例えば、国が一律の基準やルールを決めて

いるため、地方自治体では、住民の皆さんが

必要としている行政サービスを地域の実情に

応じて提供することが制約されている実態が

あります。また、国は省庁ごと、分野ごとに

縦割りで行政を行うため、地域にとって必要

な行政サービスを地域自らが幅広い視点から

総合的に決めるといったようなことが大変難

しいという状況もあります。さらに、国と地

方の行政サービスの割合は４対６といわれて

いますが、国民が納めている税金の割合で

は、国税と地方税は６対４と逆転していま

す。つまり、一度国に納められた税金が地方

自治体に補助金などとして再配分されるた

め、受益と負担の関係が分かりにくくなって

いるばかりか、補助金は国が使い道を決めて

いるので、地方の自由裁量が働かない仕組み

にもなっています。

し、現在では、高度成長の時代を経て、少子
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一方、地方分権によりまして、住民の暮ら

しに密接にかかわる身近な行政サービスの権

限や財源を国から地方に移すだけで、地域の

実情に応じたきめ細かな行政サービスが展開

できるようになるわけであります。例えば、

保育所の設置基準は国が一律に決めておりま

すが、これを改めて、地方が独自に基準を決

めることができれば、共働き夫婦のための駅

前保育所など、地域の実情に応じた多様な保

育サービスの提供が可能となります。また、

まちづくりにかかわる幅広い分野にまたがる

権限や財源を国から県や市町村に移すと、地

域として一体感のある調和のとれたまちづく

りを進めることが可能となります。具体的な

例で申し上げますと、国と地方でモザイク状

に分かれている道路の管理を地方に移譲する

ことにより、地域全体で優先順位の高い道路

への集中投資が可能となります。

このように、地方分権改革の目標は、「私

たちの暮らす地域社会を個性豊かで活力に満

ちたものとしていく」ことにほかなりませ

ん。そのためには、主権者である住民の皆さ

んがそれぞれの地域のことを自らの意思と責

任で決定できるようにすることが求められて

おります。そして、地方自治体がそうした住

民の皆さんの意思を反映し、実行できるよう

にするためには、その裏付けとなる権限や財

源を地方自治体に移すことが必要なのです。

ところで、私は５年前、2003 年に神奈川県

知事に就任させていただきました。当時、既

に第一次分権改革が行われた後でありまし

て、都道府県知事や市町村長を国の出先機関

のように位置付けていた機関委任事務制度が

廃止され、国と地方の関係は法制度上、「上

下・主従の関係」から、「対等・協力の関

係」に変わってまいりました。しかし、法的

には対等になったと言われても、実質面で国

は依然として政策を企画立案・決定して、地

方に仕事を下ろしています。財政面でも、国

庫補助金制度を通じて全国一律の基準を地方

に押しつける状況のままであります。また、

地方税財源の充実強化などの課題も残されま

した。

そこで、国と地方の間の税財政制度を抜本

的に改めるため、私が知事になった翌年の

2004 年から 2006 年にかけまして、三位一体

の改革が行われました。この改革は、国税の

一部の地方税への移譲、そして国庫補助負担

金の削減、さらに国が地方に配分している地

方交付税の見直しという三つの改革を同時に

進めることによって、自治体の裁量権を財政

面から確保しようというものでありました。

その結果どうなったかと申しますと、確か

に、国税から地方税、つまり所得税から個人

住民税への３兆円規模の税源移譲が実現いた

しましたが、国庫補助負担金については、そ

の補助率の引下げが中心の改革が行われたた

め、依然として国の指示による行政サービス

を行う仕組みが残り、地方の裁量権の拡大に

つながらない、非常に不十分な結果にとどま

ってしまいました。

一方では、財政力格差を埋めるための地方

交付税交付金が３年間で５兆円も削減されま
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して、税収の少ない自治体の財政悪化を招く

など、三位一体の改革は地方分権推進の視点

ではなく、むしろ国の財政再建のための改革

に使われてしまった、あるいは終始したと言

っても過言ではありません。

このように大変残念な結果に終わった要因

の一つは、改革を進める法的な枠組みがなか

ったために、肝心な国と地方の役割分担につ

いて突っ込んだ議論がないまま、表面的な数

字合わせに終始してしまったことにあると考

えています。言い換えれば、国と地方では改

革に向けていろいろ議論はしてみたものの、

最終的な決定権を国が握っているために国が

勝つ仕組みであったということであります。

もちろん、これですべてを終わらせてよい

はずがありません。そこで、私は、改革をよ

り加速させるために、「三位一体改革推進

法」という法律をつくるべきだとして、その

制定を全国知事会などを通じて国へ提案をい

たしました。この「三位一体改革推進法」

は、国と地方の協議の場に法的な根拠を与

え、政権の都合に左右されずに安定的に協

議・運営することや、改革の推進計画をつく

って進捗状況をチェックすること、さらには

国と地方の議論の行司役として、有識者によ

る第三者委員会を設置することなどを盛り込

んだものでした。こうした提案活動などもあ

り、地方分権改革推進法が昨年４月に施行さ

れ、地方自治体にとっては本格的な分権改革

を実現させる機会が訪れたわけであります。

地方分権改革推進委員会

それではここで、先程申し上げました地方

分権改革推進委員会が５月に取りまとめた第

１次勧告について少し触れてみたいと思いま

す。

今回は、基礎自治体である市町村の自治権

の拡充に主眼を置き、くらしづくりやまちづ

くりという重点行政分野の抜本的な見直し

や、基礎自治体である市町村への権限移譲と

自由度の拡大などについて勧告しています。

国から都道府県への権限移譲については、道

路や河川など一部にとどまっている一方、都

道府県から市町村への権限移譲につきまして

は都市計画決定の権限や特別養護老人ホー

ム、保育所の設置許可など、あわせて 64 法

律・359 に及ぶ事務権限を市町村に移譲する

ことが具体的に提示されました。

第２次勧告は今年の 11 月ごろ行われる予定

でありますが、今回の勧告で先送りされた課

題も含め、国の出先機関の見直しや法律によ

る地方自治体への縛りの見直しなど、重要な

内容が盛り込まれる予定であります。ただ、

これまでの分権改革と同様、今回も国の各省

庁は省益を優先する姿勢が目立ち、この地方

分権改革に極めて消極的な対応をとっており

ます。改革を実現するためには、福田総理大

臣の政治的なリーダーシップを充分に発揮し

ていただくとともに、神奈川県としても、引

き続き、地方の自主性・自立性を高める真の

地方分権改革の実現を目指して、全国知事会

や神奈川県地方分権改革推進会議などと積極

的に連携し、国への働きかけを強めていきた

いと考えております。
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以上申し上げましたとおり、地方が自立す

るための地方分権改革はいまだ道半ばであ

り、多くの課題も残されています。また、地

方分権改革は、権限や財源を移譲し、地方の

自主性・自立性を高めるだけではなく、こう

した決定権を獲得した自治体において住民参

加による住民主体の自治が行われることが何

よりも大切になります。この後のパネル討論

では、ただ今申し上げた課題を踏まえ、じっ

くりと議論してまいりたいと思います。

神奈川県の取組み

次に、地方分権改革に関わる、私たち神奈

川県の取組みを幾つかご紹介いたします。

神奈川県では、昨年７月、地方分権改革に

取り組む方針として、「地域主権実現のため

の基本方針」を策定し、現在、この基本方針

に沿ってさまざまな取組みを行っておりま

す。その中に位置付けられている取組施策を

中心にご紹介させていただきます。

まず一つ目は、毎年県が国に対して行って

いる政策提案についてであります。今年も５

月に、私自身が担当の各大臣と面会をし、直

接、神奈川県の提案をしてまいりました。提

案内容は、地方分権改革はもちろん、がん対

策や、あるいは地球温暖化対策など非常に多

岐にわたっておりますが、神奈川らしい特色

を持った提案もございます。例えば、神奈川

県が現在力を入れている電気自動車、これは

英語で「Ｅｌｅｃｔｒｉｃ Ｖｅｈｉｃｌ

ｅ」といいますので、頭文字をとってＥＶと

言っておりますが、このＥＶの普及促進につ

いても国に提案をいたしました。

地球温暖化対策をどのように進めていくか

は、地方自治体にとっても喫緊の課題であり

ます。その点、神奈川には世界有数の自動車

会社をはじめ、電池メーカー、さらにはＥＶ

を研究している大学の研究室、そして電力供

給会社の研究機能などが集積しており、ＥＶ

を開発し普及させる条件が最も整っている県

であります。ＥＶは温暖化対策の切り札とも

なるもので、今回はＥＶの普及に向けて、税

の軽減措置や、神奈川県の産学官によるＥＶ

普及促進の取組みを、地球温暖化対策の重点

項目と位置付け支援することなどを提案して

まいりました。

もし、神奈川でこのＥＶ普及モデルが成功

すれば、それが全国に広がり、全世界に広が

っていって、運輸部門のＣＯ２削減に大きな

貢献ができるのではないか、これを国に提案

してきたわけであります。
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さて二つ目は、条例制定権を生かした取り

組みであります。私は、二期目のマニフェス

トで「ローカル・ルール１１」を掲げまし

て、地方の課題を解決するために、全国初あ

るいは全国で最も先進的な条例の制定を目指

して取り組んでいくと県民の皆さんに公約を

いたしました。

その中の一つに「自治基本条例」の制定に

向けた検討があります。自治基本条例とは、

一般的には、自治体運営の全般にわたって、

その基本となる理念や原則を定めた条例と言

われています。先程も申し上げましたとお

り、今後、地方分権改革が進めば、住民自治

の拡充が大きな課題となってまいります。さ

まざまな権限や財源が移譲され、地方で決め

られることが多くなった時に、住民の皆さん

の意見を自治体運営に反映する仕組みやルー

ルをあらかじめつくっておくことが必要とな

ります。そこで、自治基本条例には、県民参

加機会の保障を盛り込みたいと考えており、

県民の皆様の声をしっかりと伝える機能を果

たすものと考えています。昨年、条例素案の

パブリック・コメントを行い、多くのご意見

が寄せられました。今後、皆さんから頂いた

ご意見を踏まえて、引き続き条例案の検討を

進め、条例成立を目指していきたいと思いま

す。

もう一つ例を挙げますと、「公共的施設に

おける禁煙条例（仮称）」の制定に向けた検

討も進めています。たばこが健康に及ぼす影

響につきましては、喫煙者自身への影響だけ

ではなく、他人が吸うたばこの煙を吸ってし

まう、吸わされてしまう、いわゆる受動喫煙

による健康被害についても多方面から指摘を

されております。そこで条例では、公共的施

設の室内またはこれに準ずる環境において原

則禁煙を目指しており、本年４月には条例の

基本的考え方への意見募集を実施し、多くの

ご意見を頂いたところであります。この基本

的考え方については、中央公論の８月号に私

の考えを論文にまとめましたので、ぜひとも

皆さん、興味があったらご一読いただきたい

と思います。

なお、この条例は、喫煙者を地域から排除

するというものではありません。よく誤解が

あります。この条例は、受動喫煙の危険性か

ら県民の皆さんを守るとともに、喫煙者の自

由を尊重し、非喫煙者との共存を図るという

意味が込められております。このように県民

の皆さんにご支持いただける先進的な内容の

条例にしたいと考えておりますので、どうぞ

ご理解とご協力をよろしくお願いいたしま

す。

神奈川県のチャレンジの三つ目は、市町村

への権限移譲の推進へ向けた取組みでありま

す。地方分権改革推進委員会の第１次勧告に

は、市町村への権限移譲の推進が具体的に盛

り込まれましたが、実は従来から神奈川県で

は、住民の利便性の向上や市町村の自治権の

強化などの視点から、市町村への権限移譲に

対し積極的に取り組んでまいりました。た

だ、従来は、市町村と協議の調った個々の事

務を逐次移譲する方式で行っておりました。

市町村の機能をより一層向上させるため、一

定のまとまりのある事務をセットで計画的に

移譲していこうと、市町村と共同して、今か

ら３年前に、包括的権限移譲の仕組みとして

「チャレンジ市町村制度」を創設いたしまし

た。

この取組みは、個性豊かで活力に満ちた地

域社会の実現に向けて、住民に身近な基礎自

治体である市町村が地域の行政により主体

的・総合的に取り組めるようにするものであ

ります。今後とも市町村と十分に協議を行い

ながら、権限移譲のさらなる推進に向けて取
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り組んでまいりたいと思います。

四つ目の挑戦は、自治体間、特に都道府県

間の連携の強化の取組みについてでありま

す。神奈川県では、環境問題や防災・危機管

理対策などの広域的な行政課題について、首

都圏の１都３県の知事及び四つの政令市の市

長による「八都県市首脳会議」や、山梨県、

静岡県、そして神奈川県の３人の知事による

「山静神（さんせいしん）サミット」など、

近隣自治体との連携・協調した取組みを推進

しています。例えば、八都県市では、ディー

ゼル車の排気ガス対策について、条例による

運行規制を連携して実施し、大気汚染の改善

に取り組んでいるほか、循環型社会の仕組み

づくりや広域防災プランの策定など、着実に

実績を積み重ねてまいりました。さらに、先

日の北海道洞爺湖サミットの主要テーマにも

なった地球温暖化対策につきましても、夏の

ライフスタイルの実践や地球温暖化防止一斉

行動に取り組み、特に今年は、七夕の夜、首

都圏の皆さんに一斉消灯や電球型蛍光灯への

交換などを呼び掛けたところであります。こ

のほか、公民協働による、東京湾を中心とし

た首都圏全体の観光振興や、青少年に有害な

家庭用ゲームソフト対策など、幅広い分野で

連携・協調した取組みを展開しています。

また、山梨、静岡、神奈川の山静神サミットで

は、急増が予想されるアジアからの観光客を富士

箱根伊豆地域に呼び込むために、三県知事によ

る観光トップセールスを行うことを合意し、今年の４

月に上海において、この地域の魅力を積極的に

アピールしてまいりました。

さて、最後の五つ目は、道州制を目指した

取組みであります。道州制は、単なる都道府

県の合併とは異なります。都道府県の規模が

単に大きくなるだけではなく、国と地方の役

割分担の見直しを行い、国の役割を外交や防

衛などの国家の存立にかかわるものに重点化

し、また、内政に関しては、企画立案から実

施までを広く地方自治体が担えるように、中

央省庁の解体再編や国会の在り方の見直しも

含めた「国のかたち」そのものを組み換える

究極の構造改革であります。

私は、かねてより道州制の必要性について

発言してまいりましたが、このところ、よう

やく国や各政党、経済界などにおいて議論が

活発になってまいりました。まず国の動向と

しましては、 2006 年２月に、第 28 次地方制

度調査会が「道州制のあり方に関する答申」

を内閣総理大臣に提出いたしました。この答

申では、国の役割を本来果たすべきものに重

点化し、内政に関しては、広く地方公共団体

が担うことを基本とする新しい政府像を確立

するなどの見地から、道州制の導入が適当と
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し、道州の担う事務や組織、区域例など、制

度設計に関する基本的な考え方を示しており

ます。また、昨年１月には、道州制担当大臣

の下に、道州制ビジョンの策定について検討

するため「道州制ビジョン懇談会」が設置さ

れました。現在、有識者による議論が行われ

ており、３年後を目途に道州制ビジョンが取

りまとめられる予定となっており、今年３月

にはその中間報告が発表されました。

こうした国の動きに対し、神奈川県といた

しましても、道州制の検討が真の地方分権改

革につながるよう、５年前に私の提案をきっ

かけとして設置された全国知事会の道州制特

別委員会に参加するなど、熱い議論を進めて

おります。また、道州制は、行政内部の議論

だけではなく、何よりも県民、国民の皆さん

と一緒になって開かれた議論を展開すること

が必要不可欠であり、世論の後押しなくして

は改革の実現は望めません。そこで、道州制

を含む地方分権一般について、職員による出

前講座やフォーラムを開催することによっ

て、県民の皆さんへの情報提供や意見交換を

実施しているところであります。

神奈川県では、約 30年前に地方分権改革の

出発点とも言うべき「地方の時代」を提唱す

るなど、従来から全国に先駆けて分権改革に

取り組んでまいりました。本日のフォーラム

を通じて新たな地方の時代への道筋を示した

いと考えております。以上が私からの問題提

起であります。

結び

さて、この後は、私も参加をさせていただ

き、パネル討論を行います。パネリストに

は、大変素晴らしいゲストをお迎えしていま

す。全国知事会会長の麻生渡（あそう わた

る）福岡県知事、神奈川県教育委員も務めて

いただいております宮崎緑（みやざき みど

り）千葉商科大学教授をお迎えしておりま

す。なお、コーディネーターには、小林良彰

（こばやし よしあき）慶應義塾大学教授に

お願いしております。

神奈川県では、地方分権フォーラムを毎年

開催し、多くの皆さんの参加を頂いていま

す。地方分権への関心がこの神奈川の地で

脈々と受け継がれ、高まりつつあることを大

変力強く思っております。なお、本日の会場

である横浜は、来年、開港１５０周年を迎え

ます。本日の議論が地方分権改革の新たな歴

史の幕開けとなりますよう、そして、ご来場

いただいた皆さんにとって実り多いものとな

ることを期待して、問題提起と併せ、私のあ

いさつとさせていただきます。

どうも皆様、ご清聴ありがとうございまし

た。
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パネル討論（前半）

「新たな地方の時代への扉を開

く～分権改革と地方の自立～」

コーディネーター 小林 良彰 慶應義塾大

学教授・日本政治学会理事長

皆さん、よろしくお願いいたします。今、

松沢知事から課題提起がございました。2000

年の地方分権一括法施行から三位一体の改革

を経まして今日に至るまでの流れを見ていき

ますと、もちろん、分権が進まなかったとい

うわけではございません。進んだ部分もあり

ます。しかし同時に、本当に当初、私たちが

期待していたほど進んでいるのでしょうか。

特に最近になりますと、むしろ分権が少し後

退をしているのではないかと思うことすら正

直言ってございます。私は地方分権というの

は、ちょうど川を上流に向かってボートで漕

いでいくようなものだろうと思っています。

そのボートを漕ぐ手をちょっとでも止める

と、ボートはその状態に止まっているのでは

なくて、自然と川下へ流されていく。私は分

権とはそういうものではないのかと思いま

す。つまり、常時、分権という声を上げ続け

ていかないと、今、せっかく私どもが手にし

ている分権すら実は後退をしていってしまう

のではないかと思っております。

例えば、一つ例を挙げさせていただきます

と、地方分権一括法で一番大きかったのは、

機関委任事務制度の廃止であったと思ってお

ります。しかし、その中で 398 項目がご案内

のとおり自治事務になりましたけれども、275

項目が法定受託事務として残りました。この

法定受託事務と機関委任事務というのは、本

来、異なる性格を持つものに変わるはずでし

た。具体的に言いますと、法定受託事務は、

地方議会が条例をつくることができる、ある

いは国と地方は対等な立場にあるわけだか

ら、法的な何か紛争が発生した時は、国地方

係争処理委員会でこれを議論するということ

でした。しかし、現実はどうでしょうか。本

当にその法定受託事務について自治体が条例

をつくれるのでしょうか。つくった事例とい

うのがどれくらいあるのか。あるいは国地方

係争処理委員会は設置されていますが、実質

的には自治体側があきらめざるを得ない。結

果的にそうであれば、率直に言って機関委任

事務と何が変わったのだろうかと思わざるを

得ません。あるいは、地方債の発行が許可制

から事前協議制に変わりました。しかし、国

の不同意のもとで、なお自治体が地方債を発

行できた事例というのがどれくらいあるの

か。全て調べてみましたが、実はあまり許可

制と変わらないのではないだろうかとすら思

わざるを得ない状態です。

また、三位一体の改革でも、確かに紐つき

の補助金も額が減りました。さらに、一般会

計に入ってくる税源移譲の方が自治体にとっ

ては自由に使えるわけです。しかもそれに伴

って権限が国から地方に移ってくる正真正銘

の地方分権が実現するはずでした。しかし現

実には、その削減された補助金の８割が補助

項目の削減ではなくて、補助項目はそのまま

で国の補助率、負担率の削減にとどまってい

るために、現実的には期待したほどは分権が

進んでいないというのが率直なところではな

いかと思っております。

そこで、本日、このフォーラムを行うこと

になったのですが、進め方として、前半で、

最初に、今日ご登壇の３人のパネリストの方

が今の分権改革の現状を一体どう見ていらっ

しゃるのかをまず伺ってみたいと思います。
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その上で、２番目に、当然、国に依存して

ばかりはいられないわけですから、自治体が

独立をしていく、あるいは自立をしていくた

めには一体何が必要なのかということを議論

したいと思っております。本日、福岡県と神

奈川県といういわば勝ち組の知事がお２人い

らっしゃるわけでありますけれども、その地

域の強みを生かして、具体的にはどういうよ

うな工夫をしているのか。実は三位一体の改

革の結果、各地域に大きな格差が広がりまし

た。削減された補助金に比べて税源移譲の増

収分が非常に少ない所もあれば、その逆のと

ころもあります。逆の所というのは一体どう

いうような工夫をしているのかというのをぜ

ひご紹介いただければと思っております。

そして、私としては、ぜひその前半の最後

として、分権というのが、国から首長の分権

だけではなくて、いわゆる住民がそこにどう

関わっていけるのかを考えてみたいと思いま

す。地方が自立をしていけばいくほど、それ

は地方の自己責任という問題が出てきます。

その時に、やはり住民が関わった形での自立

でなければ全く意味がないと思います。自分

たちのことを自分たちで決めていく。実はこ

れは単に地方分権の問題ではなくて、民主主

義にとって当たり前の話です。これは民主主

義の大原則であるために、住民に対するいわ

ゆる分権、参加というのをどうしていくのか

を議論をさせていただきたいと思います。

そこで一旦、15 分ほど休憩をとりまして、

その後、後半では、これからの将来の展望、

地方分権に対してどういう理想を求めていく

べきなのか、それについてパネリストの方々

のお考えをぜひ披露していただければと思っ

ております。

それでは、最近の分権改革の現状について

どうお考えなのか、まずぜひとも全国知事会

の会長である麻生知事からこの点について伺

えればと思います。よろしくお願いいたしま

す。

麻生 渡 全国知事会会長・福岡県知事

ご紹介いただきました全国知事会会長の福

岡県知事の麻生でございます。このたびは、

全国知事会議をこの神奈川県で行わせていた

だきます。明日、明後日と行うわけでござい

ますが、今日のフォーラムを一つの大きな先

駆け、力といたしまして、本当に実りのある

知事会議にしたいと思っております。また、

神奈川県の皆さんには大変お世話になりま

す。心からお礼を申し上げる次第でございま

す。

地方分権の現状についてでありますが、

今、小林先生が非常に的確に、地方分権とい

うのは川をさかのぼろうとしているようなも

のだと、ちょっと油断すると押し流されて下

流に行ってしまうというお話がございまし

た。これは地方分権についての非常に的確な

表現であると思います。と申しますのは、少

し歴史をさかのぼりますと、我々の地方自治

というのが決められたのは、現在の憲法によ

るのが初めてであります。それ以前は、都道

府県はみんな、中央政府が任命する官選知事

でございまして、もちろん議会もなかったわ

けです。それが戦後民主主義、地方自治とい

うことで、県民の選ぶ知事になり、議会がで

きました。そのときに、中央省庁は大変危惧

をしたわけです。今までは命令一本でいろい

ろな国の政策は貫徹できた。ところが、選挙

で選ばれた知事のもとでそれぞれの地方行政

が行われるといった場合に、これは自分たち

の思うような政策は実行できなくなるのでは

ないかということがありました。ここに国と
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地方のそもそもの役割についての大きな考え

方の相違がありました。

それをどう妥協したかと言いますと、これ

がまさに機関委任事務であったわけで、いろ

いろな地方自治の仕事を自治というよりも本

質的に国の仕事なのだ、それを国から自治体

に機関として委任するのだという考え方をと

りました。その結果、仕事をどういうように

やるべきかについては、国が指示できるとい

うやり方を残したのが機関委任事務であった

わけです。したがって、このやり方は本質的

には地方自治と合わないやり方であったので

すが、そういう一つの妥協をしてスタートし

ました。結局長い間かかりましたけれども、

先程お話がありましたように機関委任事務を

廃止しまして自治事務という形にしたという

ことであります。

内容については、小林先生が、不十分な点

があるということでございましたが、誠にそ

のとおりであります。しかし、考え方を大き

く根本的に転換して、機関委任事務というも

のをなくしたというのは非常に大きな進展で

あるわけであります。

もう一つ、今、第二期分権改革で大きな問

題になりますけれども、これは国の出先機関

です。これは、やはり国側は非常に心配だと

いうことで、地方に国の出先機関をつくった

のです。そして一部の事務を直轄で行うとい

う体制をつくりました。この地方の出先機関

がずっと大きくなりまして、そこに二重行政

が発生することになり、今やこの問題をはっ

きり整理しなければ、あまりにも多くの無駄

と、そしてまた本当の地方自治が行えないと

いうことになってきたのです。今やそういう

ことでありますから、今回の第二期分権改革

の大きな課題は、まさにこの出先機関をどう

整理して地方側にしっかり権限を移していく

か。今、道路と河川について直ちに問題にな

っていますけれども、国から地方へ出先機関

から移そうとしている事務において、道路に

しましても河川にしましても、一つの県内の

道路なり河川を管理する権限は、国が持って

いたのです。これを、一つの県内にあるよう

な権限はもう地方に移してもいいではないか

ということです。

しかし、国においては何とか直接地方に影

響力、権限を及ぼそうとする力が常に働いて

いる。その中で、常に我々は、自治という観

点からそれを排除しながら、本当の住民自治

をやっていかなければいけない。その意味

で、地方分権は常によほどの力を持って前向

きの努力をしていかなければ、まさに小林先

生が言われたように川下に流されてしまうと

いうことであります。

それから、現在、どんどんと分権が進んで

きております。それについて、いろいろ言わ

れますけれども、少し長い目で見ますと明ら

かに分権は進んできていると思います。例え

ば、今申し上げましたように第一次分権改革

の検討の際には、道路とか河川の国の出先機

関から地方への移譲というのはもう議論にさ

えできないという状態でありましたけれど

も、今回は、いやが応でも議論にのっていか

ざるを得ないという大きな変化が起こってき

ております。これはなぜかということなので

ありますけれども、やはり我々の社会の実質

が変わってきたということが大きな背景にあ

ります。

一つは、何といいましても、私どもの社会

の構造的な大きな変化といたしまして、少子

高齢化社会になってまいりました。先程も松

沢知事からお話がございましたけれども、少

子高齢化社会になった場合には、それぞれの

地域の実態に合ったやり方で行政サービスを

しなければいけない。国の一律のやり方では

本当に質の高い、満足度の高い行政はもはや

実施できない。国が一律に同じようなやり方

を全国で一斉にやるのでは、地域の皆さんの

気持ちに合わないし、効果的にできないし、

お金もかかり過ぎています。ですから、どう

してもやはり地方分権という形で、それぞれ

独自の地域の実態に合った形で行政を展開し
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なければ、これは良い行政にならないという

ことであります。

そしてもう一つ、国の地方に対する考え方

が根本的に変わりました。かつては、国の全

体に対する政策は、国土の均衡ある発展とい

うことでした。均衡あるということですか

ら、どこに行きましても大体同じような水準

の行政サービスを保障するという考え方であ

ったわけですけれども、もうこれはやってお

れない、だから国土の特色ある発展でやって

いくのだということになったのです。特色あ

る発展とは何かというと、もうみんな同じよ

うな形で国が引き上げることが出来なくなり

ましたので、自分たちの特色に合わせた形

で、自分で自分たちの行き方を決めてくれと

いうことを本当は言っているのです。です

が、それをやろうとしますと、地方側としま

しては、それでは自分たちの運命は自分たち

で開く、そのためには当然、自分たちの自主

的な権限、自主決定権が必要なわけです。と

ころが一方で、その自主決定権は実は霞が関

が与えようとしない、もう頑固に守ろうとし

ているのです。そういう状況の中でも、やは

り大きな流れとして分権は進んでいる、進め

ざるを得ないという時代の要請があります。

もう一つ、分権をやらなければいけない理

由は、我々の時代において、冷戦が終わった

後、明らかに世界が変わったことです。世界

がまさにグローバル時代になったわけであり

ます。かつての国民国家は東西の対立が非常

に激しくて、国家単位できちっとルールをつ

くりながら、守りながら対立をするという時

代でありましたけれども、グローバル時代の

大きな特色としてそれがなくなりました。む

しろ国家単位よりも、いろいろな社会の主体

が国境を越えてどんどん活動していくという

時代になってきております。したがって、

今、世界はまさに分権時代に入りました。ど

の国も、国がいろいろなことで細かくやって

いくという固い国家よりも柔軟な国家とな

り、分権をやらせて、そこでいろいろな知恵

を出していこうということです。例えば強い

中央集権型であったフランスでさえ分権をや

っております。あるいはイギリスも分権を思

い切って進めるということになりましたし、

アジアでも、韓国なども日本と同じ官選知事

だったのを民選知事に変えている。やはり分

権をやっていかなければ社会全体がうまくい

かないということになっております。

そのような背景がありますから、どうして

も我々は分権を進めていくというやり方をし

なければ、日本全体がうまく機能しないとい

う時代になっている。したがって、いろいろ

な曲折はありますけれども、大きな流れとし

ましては、第一次分権改革、今進めている第

二次分権改革、明らかに第一次分権改革を基

礎にしながら第二次分権改革に進みつつある

わけであります。

最後にぜひ申し上げたいのは、一番大きな

我々の課題は、地方側の政策能力です。しっ

かりした政策をつくり上げ、これを誠実に実

行する能力、これを我々は高く持たなければ

いかん。この点においては、我々地方側は大

いにまだ努力をしなければいかんということ

がありますし、これがなければ本当の意味で

の分権はなかなか実現できないということで

ございます。以上です。

小林教授

ありがとうございます。

それでは、宮崎先生のほうから、お２人の

知事に挟まれて、住民という立場から、最近

の日本の分権改革の現状をどういうふうに見

ていらっしゃるのか、これについてぜひ率直

なところを伺えればと思います。
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宮崎 緑 千葉商科大学教授・神奈川県教育

委員

今、大きな時代の転換点にあって、様々な

分野で構造改革が行われているというか進み

つつあるというか、せざるを得ないという状

況になっています。今年様々な事件がありま

した。例えば、北京のオリンピックを目指し

た聖火リレーで何が起こったか。チベット問

題に抗議する勢力が聖火リレーを妨害する。

それに対して中国の愛国的な方々がさらにそ

の反対の運動をするというような大変な事態

が各地で行われたわけです。あるいは、最初

に妨害が目立ったフランスに対して、中国国

内で、フランスの商業施設の不買運動が始ま

るなど、こういう運動の背景に何があるかと

いうとＩＴです。この指令がみんなインター

ネットから出てくるわけです。インターネッ

トのチェーンメールなどで、例えばどういう

行動をとろうというようなことが意思交換さ

れ、意思決定に至って、社会の行動につなが

っていく。それを政府はコントロールできず

にいるという状況が各地で起こってまいりま

した。つまり、情報化の進展で、意思決定の

仕方とか仕組みとかが大きく変わっていると

いうことが形として出てきているのです。

あるいはもう一つ、アメリカで、今年は大

統領選の年ですが、民主党の大統領候補選び

で、オバマ候補とヒラリー候補が大変激しい

戦いをずっと繰り広げてまいりました。いず

れにしても白人男性という今までの大統領像

を破る新しい形の候補でございますから、世

界中の注目を集めていたのですが、同じ民主

党なので、スローガンは「Ｃｈａｎｇｅ」、

改革というのを２人とも挙げていたわけで

す。ところが、そこに微妙な差が出ておりま

して、ヒラリーさんの方は従来型の、マスメ

ディア型の対応だったということが、一つの

切り口として言えると思うのです。私に任せ

なさい、私が変えてあげるという態度だった

のです。それに対してオバマさんはみんなで

変えていこうとした。実際に選挙戦で活用し

たのもＩＴです。インターネットや携帯、モ

バイルネットを非常に重視して進めていっ

た。いろいろな分析がありますけれども、こ

の差が一つの勝負の分かれ目になったという

ことも言われています。

ということは、世の中がもう既に従来型の

ピラミッド式のヒエラルキーで覇権的な権力

構造から、一人一人のプレーヤーが、一人一

人の主権者へ転換したと言ってもいいと思い

ます。ピラミッド式から分散型へ同列・同格

に分散していくというように移り変わってい

るということを如実に示しているのではない

か。このピラミッドは、例えば国際社会の構

造もそうです。西においては、アメリカが頂

点にあって、そしてＧ７のほかの国、ドイ

ツ、イギリス、フランスあるいは日本があっ

て、その下の裾野のところに例えばアジアの

新興工業諸国があってというようなピラミッ

ドがあったわけです。これにもう一つ東側が

ありました。旧ソ連が盟主になって、そして

東側の国々があって、バーサスな二極対立構

造であった。しかし、これは崩れたわけで

す。ですから、一昔前の湾岸戦争では、アメ

リカが行くと言ったら多国籍軍がすぐにでき

たわけです。軍事力を送れない我が国は、90

億ドルのお金を出して非常に損な立ち回りを

したというトラウマになったような事件があ

ったわけです。しかし、この間のイラクの戦

争についてはアメリカが行くと言ったら、フ

ランス反対、ドイツ反対、ロシア反対、中国

反対だった。特にフランスは国連の安全保障

理事会の常任理事国として拒否権を発動し

た。つまり、もうピラミッドではない、分散

型だということが国際社会の構造でもはっき
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り出てきているわけです。ただし、ちょっと

でこぼこはありますけれども。

ネットもそうです。いろいろな所でこれが

起こっているわけです。ネットワークも、ホ

ストコンピューターがあって、そしてそこか

らたこ足状につながっていると、中央がハッ

カーに破壊されたら、後はもうみんな親亀の

背中で子亀がこけたみたいな形になってしま

う。でも、分散型のネットワークだと、どこ

かが切れてもほかでつなげばいい。あるい

は、悪いものが入ってきたらそこで切断すれ

ばいい。非常に柔軟にセキュリティーを守れ

る。そのような形でピラミッド型から分散型

へ転換しています。

だから、国があり、都道府県があり、市町

村があるという形において、国も都道府県も

市町村も同列・同格で分散型となる。これは

世界の動きの流れと一致した方向性だと思う

のです。しかし、その動きそのものは、周回

遅れなどという言葉がありますが、かなり遅

れているのではないか。世の中の方が随分先

に行っているのではないか。そうすると、い

ろいろな意味でサービス提供しなくてはいけ

ない行政側の仕組みが整っていなければ、ど

んどんそこに差ができてしまう。現実の方が

先へ行っているわけです。それにどう追いつ

くかというような場所にいるのではないか。

これはただ追いかけたら追いつきませんか

ら、もっと違う次元から構造的に変わってい

かなければ本当の地方分権というのは手にで

きないのではないかと見ております。

小林教授

最後に、神奈川県からいろいろな提案を分

権の問題についてされている松沢知事に、分

権についての国の今の姿勢をどういうふうに

感じていらっしゃるのか、ぜひお話しいただ

ければと思います。

松沢成文 神奈川県知事

先程の問題提起で、神奈川県が考えている

分権改革の総論はお話しさせていただきまし

た。今、小林先生から、国の姿勢についてお

そらく何か頭に来ていることはないかという

ことだと思いますが、これはたくさんあるの

です。二つだけ具体的に紹介します。

実は、三位一体の改革で、税源移譲、補助

金の削減、そして交付税の見直しを一緒にや

っていこうということで、国は、地方とも相

談しないで地方交付税を３年間で５兆円も減

らしたのです。なぜかというと、国の財政が

厳しいから、もう地方に調整財源として渡す

金は無いと、どんどん減らしたのです。全体

が 20 兆円前後のうち、３年で５兆円も減らさ

れたのだから、これは大変なことです。特に

財政が厳しい市町村や都道府県は、今までも

らっていた地方交付税がどんどん減らされま

すから、みんな行き詰まったのです。もっと

言えば、地方自治体の格差がどんどん大きく

なったのです。東京都のような裕福なところ

は地方交付税をもらっていませんから関係な

いのですが、やはり地方では地方交付税が収

入の３分の１を占めるようなところばかりで

すから。これがもうみんな地方交付税が大き

く減って何もできなくなったのです。

それで、この格差をどうにかしろと全国か

ら声がわき上がったのです。国も困ってしま

いました。本来ならば、地方交付税を減らし

たから格差が大きくなった、地方が苦しむよ

うになったので、この地方交付税をとりあえ
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ず戻すのが筋です。ところが、国は、もう自

分たちも出せるお金は無いのだと言った。そ

れで何をやったかというと、地方税を召し上

げたのです。法人事業税という神奈川県でも

福岡県でも頂いている税があるのですが、そ

のうちの一部を、たくさん頂いている県から

召し上げて、それを財源の少ない自治体に配

っていこうという調整財源に使ったのです。

本当なら国税から地方税に税源移譲をしなく

てはいけないのです。というのは、地方税と

いうのは地方が使うために取る税です。だか

ら、神奈川県も福岡県も、今、一生懸命企業

誘致をして、産業基盤を整え、法人税収を上

げて、その税収で財政再建をしよう、その税

収で福祉や教育を充実しようと必死に頑張っ

て産業育成をやっているのです。ところが、

産業育成で上がってくる税金を一回国が召し

上げてしまいます。だから、すごく言い方は

悪いですけれども、一家に例えると、まじめ

にアルバイトして頑張ってきた子供が家に帰

ってきたら、父親がその日、パチンコで金を

すっちゃったので、子供にそのお金を貸せ、

そのお金で家族を食べさせるからと言って、

家族に食事を与えている、こういうことです

よ。だから、国は、地方分権と言いながら、

地方からお金を召し上げてそれを配るという

逆税源移譲をしてしまった。全く地方分権が

何たるかわかっていないことには腹が立ちま

した。これは今からまた闘っていきますけれ

ども。

あともう一点だけ。神奈川県の身近な話題

で言いますと、実は神奈川県は、私が知事１

期目のときに「水源環境保全税」というのを

つくりました。神奈川県民の皆さんから、１

年間平均すると 950 円ぐらい、所得の高い人

で 2,000 円ぐらい、低い人だと 300 円から

400 円ぐらい頂いているのです。水を蓄え、 

CO２を吸収し、あるいは私たちに憩いを与え

てくれる大切な森林がどんどん荒廃してきて

いるのですが、これを再生しよう、水源と森

林を守ろうということで、議論に議論を重ね

て、皆さんから頂いている税です。

丹沢には３種類の森林があります。３種類

というのは、管理している者が３種類という

ことです。一つが国有林、一つが県有林、も

う一つが私有林、これは民間の人が持ってい

るものです。この「水源環境保全税」を使っ

て民間の人が持っている私有林を一生懸命再

生しています。県有林も今、一生懸命再生し

ています。丹沢は、森林再生 50 年構想をつく

り、50 年かけて生まれ変わらせますから、そ

のために「水源環境保全税」も使っているの

です。

問題は国有林です。私たちは「水源環境保

全税」までつくって私有林と県有林の再生を

やっていますから、国有林も県に移管して一

体的に整備したいと考えています。しかし、

これは国がずっと管理してきた森なのだ、県

に渡せるようなものではないと国は言うので

す。でも、皆さん、国有林と私有林は管理の

仕方が違うのですか、国が特別な技術を持っ

ていて国だけしか管理できない森林なのです

か。森林の管理の仕方、再生の仕方は一緒で

すから、国が持っている財産でも地方に譲っ

て、地方で一体的に森林整備をやらせて欲し

い。そうすれば、丹沢は早く再生できて、私

たちの水が守れる。こう言っても、ほとんど

聞く耳を持ってもらえない。ですから、こう

いう部分でも国の姿勢というのはまだまだ地

方を信じてもらっていないと言うか、国がや

っているのが一番良いのだ、地方は黙ってい

ろというような姿勢が目立つのです。やは

り、国と本気で戦って打ち勝つことができる

かが、地方分権を進められるかどうかのカギ

だと思います。

小林教授

ありがとうございます。今、総論という形

でお三方から現行の分権改革の現状について

率直にお感じのところをお話しいただきまし

た。これからはその中身について一つ一つ議

論を進めていきたいと思います。

最初に、地方が自立をしていくために、具
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体的にどう国の枠組み、制度を変えていく必

要があろうかということだと思います。どう

しても日本で避けて通れないのは税財源の問

題です。日本には今まで自治の原則と均衡の

原則がありました。自治の原則というのは地

域のサービスというのは自分たちで決めて、

自分たちの責任でやっていくべきだという理

念であり、その一方で、同じ日本だから、ど

こに生まれようと同じサービスを受ける権利

があるし、同じ負担でいいだろうという均衡

の原則があったわけです。麻生会長が先程お

話しになられたとおり、最近は国としていわ

ゆる護送船団式に全部の面倒を見ていくとい

う財政状況では残念ながらなくなってきてい

ますので、特色ある発展というふうに用語は

変わってきているわけです。いずれにせよ、

日本はこれまで均衡の原則に基づいて、使う

のは地方の方が多いけれども、国が一度たく

さん集めて再配分をするという形をとってき

ました。この仕組みをどういうふうに変えて

いくべきなのか。ドイツはドイツのやり方、

カナダはカナダ、連邦制の国々もみんな違う

やり方でやってきております。日本は今まで

地方交付税、基準財政需要と基準財政収入の

差は地方交付税で補填をするということを原

則としてやってきたのですが、地方がこれか

ら自立をしていくためには、その税財源の制

度をどう変えていく必要があるのか。ただ、

その時に、当然生じるであろう地域間格差の

是正はどう行っていくべきであるのか、この

点をまず麻生会長にお尋ねをしたいと思いま

す。

麻生知事

小林教授のお話にありましたけれども、支

出から見ますと、地方側の支出が国全体の行

政支出の６割を占めている。逆に言います

と、国は４割である。しかし、税収という財

源の面から見ますと逆転しておりまして、地

方が４割しかない、それで国が６割あるとい

うことなのです。その差の２割の部分、非常

に大きな金額になるのですけれども、これが

いわゆる地方交付税、あるいは各省がずっと

細かくやっている補助金という形で地方に渡

されるという構造になっております。

まず我々が求めますのは、そのような支出

と税収、財源のアンバランス、これを直すこ

と。徹底して言いますと、今の４対６の支出

と６対４の歳入のバランスを、同じように歳

入サイドを６にする、逆に国の財源を４にし

てしまうということに持っていくのが最終的

な目標であります。しかし、いきなりそこま

ではなかなかいけないということで、私ども

はまず、財源分野の国と地方の配分を５対５

まで持っていくべきであるという主張を目標

に掲げて、今、分権運動をやっているわけで

す。それでは、５対５にする場合にどのよう

な方法を用いるべきかにつきましては、やは

り我々の固有の財源、税源を地方に移すとい

うことをやるべきである。その場合、税もい

ろいろあります。先程のような法人関係税、

あるいは地方消費税がありますけれども、税

収の格差ができるだけ少ない税の種類によっ

て地方の税源を増やしていくことを考えなく

てはいけない。それを具体的に考えていきま

すと、税収格差、税収の偏在が一番少ない税

が消費税であります。大体、法人二税になり

ますと６倍以上の税収格差があるのですが、

地方消費税はいろいろな税の中で一番少なく

て、１ .９倍ぐらいになります。したがいまし

て、まず、偏在性の少ない地方消費税を充実

していくことによりまして、地方の税源を充

実させていく。それでもなおかつ、やはり税

収が非常に多いところ、あるいは少ないとこ

ろが出てくるというのが現実であります。そ

れにつきましては、地方共有税という考え方

をとりまして、地方間で調整をしていくとい

うやり方を導入すべきであるということで

す。今の地方交付税の一つの大きな欠陥は、

何をしたらいくらの交付税措置をしますよと

いう補助金的な交付税になってしまったこと

です。本来は地方交付税というのは、ちゃん

と一定の行政需要を図って出てきたものは地

方が自由に使っていいはずなのが、積み上げ

でいろいろなことをやった場合のみ地方交付

税が来ますということになりますから、本来
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の交付税の目的、一般財源をしっかりと渡し

ていくという目的からだんだん外れてきてい

る。したがいまして、地方共有税という形で

調整をする場合には、やはり本来の個別の政

策によって需要を判断するのではなくて、一

般的な基本的な財政需要を満たすという基本

的な要素を厳選した形で行う必要があると思

っています。

小林教授

ありがとうございます。そうしますと、今

の垂直的調整というよりは、ドイツの水平的

調整に近いものになっていくということだと

思います。

今、税財源のお話がございました。ただ、

地方が自立をしていくためには、今度は条例

の問題ですね。法定受託事務に対してどれく

らいつくれるのかということも、ちょっと先

程私は申し上げましたが、松沢知事から、こ

の条例制定権の現状についてのお考えと、こ

れをどういうふうにしていくべきであるとお

感じになっているのか、教えていただければ

と思います。

松沢知事

先程麻生知事から、地方分権改革で税源や

財源が地方に渡ることは非常に重要だけれど

も、それと同時に、地方が政策をつくり実行

する能力を持たなければいけないという話が

ありました。今までは国に依存していればや

っていけたのです、言い方は悪いですけれど

も。困ったら、「補助金下さい」、「地方交

付税下さい」、「助けてください」、「指導

してください」でやっていけた部分もあっ

た。ところが、地方分権改革というのは良い

意味では競争の時代ですから、良い政策をつ

くって他の地域よりももっと良い行政をやる

というように競争しないと、地域の住民に福

祉を保障できません。神奈川県は、この面で

も先輩の知事さんたちが大変進んだ政策をつ

くってきた県なのです。

例えば、情報公開は今だったら当たり前で

しょう。情報公開条例を持っていない県とい

うのは、今、一つもありません。市町村で九

つあるとこの前聞いたのですけれども、どこ

に行っても情報公開は当たり前です。役所で

持っている情報は議員や役所の職員のもので

はでない、主権者である市民、県民、みんな

の共有物なのだという思想に立って、役所の

情報は原則公開するということを都道府県で

初めて行ったのが神奈川県の長洲知事です。

1983 年のことです。当時は国も消極的でし

た。ところが、長洲知事が条例を神奈川県で

初めて制定したら、これは素晴らしい先進的

な政策だということで、全国の自治体に広が

っていきました。そして、最後に国が情報公

開法を制定したのが 1999 年です。こうやって

地方が新しい政策、条例制定権をうまく使っ

て、国まで動かす。これは神奈川県の伝統で

す。

環境アセスメントについても同じようなこ

とが言えます。環境影響評価条例を今、県は

持っています。これは大規模開発する時に、

その開発をしたらどういう環境影響があるか

というのを事前に調査して公表していくとい

う画期的な環境政策です。神奈川県は、それ

を積極的に条例まで制定して行った。川崎

市、北海道に次いで地方自治体では３番目に

制定しました。そうしたら、全国に素晴らし

い政策だと広がっていって、環境庁がその後

に仕組みとして認めたわけです。こうやって

条例制定権を積極的に使い、新しい政策をそ

の地域で議論してつくり上げて、それがうま

くいったならば、他の地域に広がっていっ

て、結果として国全体を変えていく。これぐ

らいの積極性がないと、やはり地方自治とい

うのが本当に生きてこないと私は思うので

す。

そこで今、先程紹介しました 11 本の先進的

な条例をこの４年間でつくりますと言って議

論をしています。例えば、「公共的施設にお

ける禁煙条例（仮称）」については皆さん全

員ご意見をお持ちでしょう。たばこを吸う人
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も吸わない人も、若い人もお年寄りの方も。

これだけみんなの身近な話題を、みんなから

意見を聴いて議論して一つのコンセンサスを

まとめ上げて、それを条例にしていくという

のはものすごく大変なプロセスです。既に１

年間議論していますが、２年間かけてこれは

どうにか成功させたいのです。そうやって地

域の意思で、みんなで意見を出し合ってつく

ったルールがその地域の新しい社会の価値に

なっていく、こういうことを先駆的にやって

いかないと、地方分権というのが積極的に評

価されないと思うのです。

そこで私は、今後、条例制定権の強化をぜ

ひとも地方分権改革の中で仕組みとしても保

障して欲しいのです。つまり、国は、基本法

的な、ベーシックなルールだけを決めて、そ

のルールの中でより規制を厳しくしよう、よ

り対象範囲を広げていこうといったことはも

う地方に任せてほしい。なぜなら、地域の実

情というのは、例えば神奈川県と北海道とで

は全然違うのです。駅前の商店街にしても、

福祉の内容にしてもそうでしょう。それを全

部国が法律を決めてその範囲内でやりなさい

というのでは、うまくいくはずがありませ

ん。国は基本法を決めて、あとは条例に任せ

る。これがよく言われる上乗せ条例とか横出

し条例といった条例制定権の拡充です。

つまり、今後の地方分権改革を成功させる

には、一つは経済自立、やはり税収がきちん

と取れる経済圏を持った広域自治体を考えて

いかないといけないと思います。いつになっ

ても税収が足りない、誰かサポートしてくれ

というのでは困る。経済の自立です。もう一

つが政策自立です。自分たちの地域のルール

は自分たちでかなりの部分を決めさせて欲し

い。これが両方成功して初めて地方分権改革

というのは成功すると思っておりまして、そ

のためには制度上の条例制定権の強化が大切

です。そしてまた神奈川県としては、このよ

うな良い条例を神奈川でつくって、それが広

まるということを県民の皆さんに実感しても

らえるような条例制定を目指していきたいと

思っております。

小林教授

お２人の知事が今おっしゃっていただいた

ことは大変、重要なポイントです。地方分権

という名前がついていますけれども、中身は

実は同床異夢で、かなり国と地方で考える内

容は違うことが多いです。ですから、国とし

ては、やはり残念ながら現在の財政状況であ

れば、中央政府の財政再建というものがどう

しても真っ先に来ます。そこで、国が今まで

やってきたもののうち、お金がかかるものか

ら地方へどんどん来るわけです。公的介護保

険がそうでしょう、それから最近の後期高齢

者の医療問題もそうです。でも、肝心の税源

が来なかったらやりようがないわけです。そ

の結果、国は財政再建できるけれども、その

お金がかかるものが来た地方はどうなるの

か。ですからまず、麻生会長が言っている税

財源の移譲を行わなければいけない。しかし

同時に、それは地方間で調整をして、格差を

排除しなくていけないというのは、まさにそ

の通りだろうと思います。

それから松沢知事がおっしゃった条例制定

権の重要なポイントは何かというと、私は、

水戸黄門的な改革はうまくいかないと思うの

です。水戸黄門のテレビをご覧になっている

方はいらっしゃると思うのですけれども、私

はいつもあれを見て疑問に思うのは、水戸黄

門が去った後、そこはどうなっているのだろ

うということです。水戸黄門がいるうちは、

越後屋さんとか皆さんは「ははーっ」と言っ

ていますけれども、去った後、また悪代官が

戻ってくるということもあるわけです。です

から、素晴らしい知事がいるときは、その県

はもちろんうまくいくのですが、もし将来、

他の人にかわってもやはりそれが残っていか

ないといけない。素晴らしい知事がいるとき

に条例をつくって、その条例が将来的にその

県を動かしていかないと、地方分権というの

は本当につくっては壊れといったことになっ

てしまうと思うので、とても重要なポイント
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だろうと思います。

そして、地方分権という時にどうしても避

けて通れないのが教育の問題です。これはど

うしても国が全国一律にしてきた問題で、必

ずしもそれを私は悪いとは思っていません

が、教育について宮崎先生は、この地方分権

との兼ね合いでどういうふうにすべきである

というふうにお考えですか。

宮崎教授

教育委員を務めているので、非常に発言し

にくいところでありますが、一応、教育は知

事部局とは独立しておりますから、仮に出来

の悪い知事がいても教育の質は落とさないよ

うにということで一生懸命取り組むところで

ありますけれども。

とても疑問に感じるところは幾つもありま

して、例えば教職員のお給料です。これの国

庫負担がどうのこうのというのが、三位一体

の改革の頃に非常に問題になっておりまし

た。国と都道府県が教職員のお給料を半分ず

つ出していたわけです。今、国の負担が３分

の１になりましたけれども、国と都道府県と

いうことは、市町村は出していないわけで

す。しかし、多くの義務教育学校というのは

市町村立です。すると、市町村立の義務教育

学校の先生方のお給料は国と県で出している

わけです。お金を出しているところと責任を

持つところが違うのです。こういうことは、

行政の分野以外では起こり得ないことだろう

と思うのですが、やはりこれは教育の問題の

根底で大いに考えなければいけないところで

はないかと思っています。やはりお金を出す

なら責任も持つ、出さないなら口は出さな

い。きちんと自分のところでやろうと思った

ら、そこのところまで責任を持つという仕組

みに変えていかないといけない。子供ですか

ら、教育ですから、人間をつくるわけですか

ら、そういう現場で果たしてうまく回ってい

くかどうかというと、非常にやりにくいとこ

ろがあるのではないかと思うのです。

例えば、一校の校長先生の裁量権がどれぐ

らいあるのかということを考えた場合に、仕

組みの部分とやりたいこと、現実と理念との

差が大き過ぎるのです。これが教育問題の根

底にありまして、個人の努力だけでは何とも

ならない部分をシステムとしてどう変えるか

というのは、かなり緊急の課題だと思いま

す。

今まで国は、ナショナルミニマムというよ

うな言い方をして、すべての国民が必要最低

限のすべてのレベルを同じように教育で受け

ることができるようにということを一生懸命

言っていたのです。しかし、これを地方分権

にしたら達成できないかというと、それはあ

まりにも地域を信じていないやり方だと思い

ます。だから、国から何か指導が来て文書が

回ってくると、付箋がついて県に来て、県か

らまたさらに付箋をつけて市町村に行って、

さらに付箋をつけて学校に行ってといったよ

うな悪循環になってしまうのではないでしょ

うか。

もちろんナショナルミニマムは大事だと思

います。何歳までに何ができるようにすると

か、どんな人間をつくるとかということは、

大枠では全国的な統一のコンセンサスが必要

かと思いますけれども、その先の個性ある、

特色あるという部分には、もっと分権が機能

できるような仕組みを早くつくらないといけ

ない。まあ、これは少しずつ進んでいるのだ

ろうとは思うのですけれども。

だけど、例えば学力検査などをするときの

データが出てきます。すると、神奈川県の場

合は、大きな政令指定都市を抱えています。

横浜市や川崎市といった大変素晴らしい自治

体を抱えております。そうすると、そのデー

タの中に横浜市と川崎市が入っていなかった

りするのです。横浜市と川崎市は独自にやっ

ているわけです。これについて県はアンタッ

チャブルです。だけれども、お金は県が出し

ているわけです。このことは何かおかしいと
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思いませんか。そういうようなところからや

はり取り組んでいくべきではないかと思って

います。

小林教授

ありがとうございます。国と地方それぞれ

に応じた権限の見直し、それからやはり財源

の見直しが必要になるのだろうと思っており

ます。

現行の制度でも実はかなりのことはできる

わけでございまして、機関委任事務の時代で

はございませんので、現在、どなたが知事を

おやりになるかによって全くその県の行政の

状況というのは大きく変わってきておりま

す。

松沢知事にまずお伺いしたいのは、三位一

体の改革の結果、実は神奈川県が全国一とな

る、削減された補助金の 1.5 倍の増収が来て

おりますので、格差という点でいえば実は一

番、東京以上に黒字になっている自治体なの

です。これは具体的にどういう施策によって

現行の制度内でも導き出しているのか、少し

ご紹介いただければと思います。

松沢知事

神奈川県という自治体を経営するという意

味では私はマネジャーの役ですから、その経

営の根本は、「入るを量りて出づるを制す」

です。徹底した行政改革、事業の見直しなど

によって、出て行く方は切り詰める。そして

また、入るを量らなくてはいけないのです

が、神奈川県は大きな自治体ですから、国を

頼りにするわけにいきません。自分たちで税

収を確保しなくてはいけないのです。その税

収確保の最も重要な点は、一言で言ってしま

うと、やはり企業誘致です。実は都道府県の

税収の半分ぐらいは企業から頂く税収です。

この税収は企業の利益に影響されますので、

不況になると大きく歳入が下がって赤字団体

になってしまう。一方で、すごく景気が良い

時などは、「えっ、こんなに税収増えたの

か」とびっくりするぐらいの乱高下がありま

す。神奈川県では、バブル崩壊後の不況でど

んどんと企業が外に逃げていきました。神奈

川県は地価も高い、環境規制も厳しい、ある

いは人件費も高い。そのため、もっと操業条

件の良い土地にものすごく安く誘われていた

り、あるいは中国などへ企業が出て行ってい

ったりしてしまう。それで神奈川県からどん

どん産業が出ていくのです。私が知事になっ

たころはこうした状況でした。

これはいかんと思って企業誘致大作戦に入

りました。それが「インベスト神奈川」とい

う作戦です。これは、企業が神奈川県に新し

い投資をしてくれると助成金を出します、税

を減免します、あるいは雇用の助成金を出し

ます、さらには県の職員がすべてワンストッ

プでサポートしていきます、というもので

す。こうやって企業誘致をやったのです。た

だその時に、神奈川県の特色を考えて戦略を

つくらなければだめなのです。他の県もみん

なやるわけですから。大きな企業の場合は、

本社はやはり東京が有利なのです。経済の中

枢機能、行政の中枢機能は東京ですから。だ

から、本社機能を東京と取り合ってもなかな

か勝てない。では、手足となる量産工場を誘

致しようといっても、九州や東北は地価が神

奈川の３分の１、４分の１です。地価も安

い、人件費も安い所と競い合ってもなかなか

勝てないのです。

では、神奈川が一番有利なものは何かとい

うと、研究開発機能です。これは本社の近く

にあって、できるだけレベルの高い人材が集

まる。つまり、工科系の大学とか大学院を出

たような研究者もたくさんいる。それで交通

の便がいい。海外とつながっている。羽田空

港も国際空港になります。首都圏には素晴ら

しい大学がたくさんあります。そして東京の

本社にも近い。こうしたことから、研究開発

機能を神奈川に集積させようということで、

実は、投資するときの助成金の補助率も研究

開発機能に対して高くしたのです。工場は
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10％補助します。本社も 10％です。でも、研

究開発機能を神奈川に投資してくれる場合は

15％の助成を出します、税も安くします。こ

ういう作戦を組んだのです。そうしました

ら、この３年間で 130 社ほどの新しい投資が

神奈川に来たのです。その中には研究所、研

究開発施設の投資も数多くありました。

それで、今ある神奈川県の既存の研究開発

機関、技術力を持った中小企業、県内にある

優秀な工科系の大学といったものがネットワ

ークをつくって共同研究、共同の技術開発、

技術の交流をやっていけば、神奈川県全体が

シリコンバレーのようなものづくり、製造業

のＲ＆Ｄ機能の中心地になっていくのです。

そうすれば、集積が集積を呼びます。企業研

究機能を置くとしたら、神奈川に一番情報が

あるよ、神奈川に一番人材があるよ、神奈川

に一番企業が集まっているよとなり、集積が

進んでいくのです。

こうして神奈川県では産業集積を戦略的に

考えて、今では企業からの税収も多少期待で

きるようになってきたのです。その税収を使

って財政再建もできるし、福祉や教育やまち

づくりにもお金を回せる。マネジメントとし

ての自治体経営が成り立つわけです。産業政

策などはかなり都道府県のレベルでできるも

のがあります。他の都道府県と良い意味で協

力することも日本全体としては必要ですけれ

ども、一方で、その県の持つ特色を生かし

て、先進的な戦略を持った産業政策をつくっ

て、他の地域に負けない産業基盤をつくって

いくことができると思います。

小林教授

ありがとうございます。

それから、麻生会長が知事を務めている福

岡県は非常に今元気で、ベンチャーに対する

支援ですとか、あるいは基幹系のＩＴの育成

というのも行っています。実は麻生知事はも

ともと特許庁長官を務めていた方ですし、技

術には詳しいですし、英語にもご堪能である

ことはよく承知しておりますけれども、例え

ば地理的な特性も含めて、福岡県としてどう

取り組んで今の元気ある福岡にしていらっし

ゃるのか、少しご紹介いただければと思いま

す。

麻生知事

元気な福岡をつくるために非常に重要な視

点と私どもが考えていますのは、ボランティ

アやＮＰＯです。これらは、日本の社会の中

で今急速に発展をしております。新しい勢力

といいましょうか、活動単位です。これと私

どもの行政なり、広くは企業なりがどうやっ

てこの効果的な協働体制をつくり上げていく

かということであると考えています。

と申しますのは、例えば今、多重債務の問

題が社会的に非常に大きな問題です。多重債

務の問題について、我々は消費者相談所など

で一生懸命いろいろな相談に応じているので

すが、実はうちの職員なり市町村の職員が対

応するのと、それから多重債務問題を何とか

しなきゃいかんということで、いろいろそう

いう経験を持ったボランティアのグループや

ＮＰＯのグループの皆さんが対応するので

は、本当にきめ細かさ、あるいは事に当たる

情熱というのが違うのです。良い行政をしよ

うとしますと、ボランティアの皆さんのよう

に、自分はやはり社会のためにこれをやらな

きゃいかんのだという気持ち、これが必要だ

と思います。それには、ぜひ公的サービスは

何かという再定義をやらなくてはいけないわ

けです。公的サービスというのは、端的に申

しますと、個人の利益のためにやるのではな

くて、個人を離れた地域社会や他のために行

う活動です。それはこれまでは専らいわゆる

行政、県や市町村、国が行うのだというふう

に考えておりましたけれども、よく考えると

そうではなくて、個人の利益を離れた形でや

る活動こそ公的なサービスじゃないか。その

主体はむしろ、今からますます大事な活動に

なり、それぞれの個人の生きがいの拠点にな

るボランティア活動こそ非常に重要な公的サ
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ービスの担い手になると思っています。

例えば今、高齢化社会になりましたが、そ

の問題の一つは、高齢者の皆さんがだまされ

ることです。これを飲んだらものすごく健康

になるとか、家の手入れをしたらものすごく

良くなるって、すぐ大きな金を取られてしま

うのです。高齢者の人は寂しいのです。だか

ら、何か若い人や女性の皆さんが来たりし

て、もう３回も４回もいろいろなことを言わ

れると、すぐ信用してしまうのですが、これ

を防がなくてはいかんわけです。これは、や

はりボランティアの皆さんが熱心にやってく

れるのです。ですから、こうしたボランティ

アをどうやって我々は新しい社会の活動主体

とするか、新しい公的サービスの供給なり提

供をどういうやり方でするかということにつ

いて考えなくてはいけない。今は皆さんの活

動の考え方、価値観が変わりました。それを

取り入れたやり方をしていくということが、

我々の社会が活気を帯びる、あるいは自分た

ちのやっていることに意義を認めて誇りを持

てるという社会になる重要な点であると思っ

ています。

それから、今、福岡県を活発な土地にしよ

うということで一生懸命やっております。知

事の大きな役割は、何と言いましても地域を

繁栄させていく、雇用をつくり出していくこ

とです。雇用は何といっても家庭の中心でも

ありますし、雇用がきちっとあるということ

は個人の大事な基盤であります。しかも、そ

の雇用が所得の高い雇用であるということが

不可欠であると思っています。そういうこと

で、特に我々は産業クラスター政策と言われ

るものをやっておりまして、自動車や半導

体、あるいはバイオ産業、それからロボッ

ト、最近は水素やリサイクル産業というよう

なことに非常に力を入れてやっております。

目指すところは、松沢さんの言われたことも

ほとんど同じことになるのですけれども、

我々の地域が知的センターになっていくこ

と。知的という具体的な中身は、新しい技術

開発を活発に行っていく、産官学協力をやっ

ていく、それによって新しいサービスのやり

方、新しい技術を使った世界的な製品を開発

していく、それができる地域になっていっ

て、しかも伸びていく先は、グローバル時代

ですから世界に伸びなければとても大きな所

得は得られません。世界に伸びていく成長・

先端産業を育てていくということを大きな目

標に行っております。具体的内容は大学の話

など、ほとんど松沢さんが言われたのと同じ

ような手法を採っております。

二番目は、我々のところには北九州という

のがありますけれども、そこを中心に、特に

資源リサイクル産業あるいは水処理産業等々

の環境産業が育っておりますし、環境を克服

した経験がございます。是非、我々はアジア

に向けまして環境の拠点になっていきたいと

いうことでございます。

それから三番目は、今、我々がアジアと言

いましてもなかなか歴史問題とかいって難し

い点が多々ありますが、その中で我々はアジ

アとともに繁栄をしていくということが不可

欠なのです。その場合に非常に重要な要素が

若者文化であると思っています。今、東アジ

アには共通の若者文化が大変大きな勢いで形

成されております。例えばポップミュージッ

クというのがございます。あるいはアニメと

か漫画、食文化、映画といったものが猛烈に

流行っていまして、日本の有名な歌手という

のはほとんど韓国でも有名でありますし、あ

るいは香港でもタイでも有名になっている、

共通のアイドルになっているという実態がご

ざいます。ぜひ私どもが、今、東アジアで形

成されているこのような若者文化を共通の基

盤という形で育てていきたい。そこに大きな

相互理解なりの枠組みと言いましょうか、文

化をつくっていきたいと思っております。

今、我々は「アジアンビート」という、商

標登録をやっています。これは、日本で今ど

ういう歌手がはやっています、漫画はこうで

す、食べ物はこうです、アニメーションはど

うですというようなことを日本語と英語と中
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国語と韓国語で全部発信しています。今、手

嶌葵さんという女性の歌手の方がおりまし

て、この方を我々はそういうアジアの共通文

化形成の活動の一環として韓国の音楽祭に派

遣し、そこで歌ったのが非常に評判良く、宮

崎さんのゲド戦記の主題歌を歌って以来、ア

ジアで有名な歌手になっていったということ

があります。そういうようなことで、四カ国

語で情報を発信し、それぞれの地域で何が

今、若者の共通関心事であるかというサイト

を非常に活発に動かしています。それが一つ

のあらわれでありますし、また、私どもの地

域では留学生が非常にふえていますから、そ

ういうことを通じまして、ぜひ大事な新しい

アジアの発展している文化を育てていくとい

うことをやってまいりたいと思います。

それから四番目の目標は、私どもの 21 世紀

プランのサブタイトルは、「アジアの、福岡

あたりが面白い。」ということです。やはり

我々の地域を面白い地域にしたいのです。福

岡に来て、これは面白い、こんなに美味しい

ものもあり、いろいろな見るものもあると感

じてくれる。そして特にクオリティ・オブ・

ライフと言われる生活の質を高めていくとい

うことをやっていかなければいかんと思って

います。景観を大事にしていく、あるいは自

然を大事にしていく、そしてまたおおらかな

人間をたくさんつくっていくということを通

じまして、我々の福岡に来たら非常に面白い

じゃないか、良いじゃないか、また来てみよ

う、あるいはここに住みたいという地域を形

成していく、つくり上げていくということを

目指して都市政策等々を行っています。

小林教授

ありがとうございます。

それでは、前半の最後になりますけれど

も、地方分権といいますと、どうしても国と

首長の関係というものに帰着しがちなのです

が、一番重要なのは、地域の自己決定、自己

責任ということになります。それは住民にも

当然かかわってくる問題になりますので、肝

心の住民の民意をどのようにして自治体の行

政に反映させるのかという問題、当然これが

一番重要な問題として出てくると思います。

そこで、どうやって住民参加を行うべきであ

るのか。ただ参加しろといっても情報がなけ

ればできませんから、行政側からどういうよ

うな情報を住民に対して提供していくべきな

のかという問題について、これは住民代表と

して宮崎先生のほうからぜひご持論を伺えれ

ばと思います。

宮崎教授

行政側から提供していくというよりは、い

かに双方向にするか、何か決める前にプロセ

スの段階でいかに巻き込んでいくかというの

がすごく大事だと思います。

実は、神奈川県では教育ビジョンというも

のを先ごろ決定いたしました。教育委員会

が、これから先 20 年ぐらいの間にどういう形

で人づくりをしていこうかということについ

てのビジョンを定めましたが、これをつくる

ときに、県民総ぐるみというのを合い言葉に

したのです。みんなでつくっていこうという

ことで、毎週のようにワークショップを行い

まして、５人の教育委員が手分けして各種の

ワークショップに出たりしました。そこでは

いわゆる総ぐるみとか参加というと、個人の

資格で参加してくださる方が基本だったので

すけれども、企業ごと参加してもらってもい

いじゃないですか、あるいは何とか組合ごと

参加してもらってもいいじゃないですかとい

うことで、様々な組織も巻き込んで、まさに

草の根からわき上がるようにビジョンをつく

っていこうということで努力してみました。

もちろん総論ですから、すごく細かいことは

いろいろと利害の対立もあり、別のルールで

決めていかなければいけないことですけれど

も、全体としてこういう方向性にしようとい

うことで、心触れ合うしなやかな人づくりを

目指しているのですが、そういうことについ

ての合意形成を、下から沸き上がるように、

大地から沸いてくるようにするにはどうした
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らいいかということを工夫しながらつくりま

した。

この教育ビジョンは、ビジョンそのものも

私たちは宝と思っておりますけれども、つく

ったプロセスも今までにないような形で、い

ろいろな声を集めて、そして例えば、一覧表

でご意見をいただいて、これはこういうふう

に生かしました、これは残念だけれども時期

尚早ですと、いただいた声に全部お答えしな

がらやっていったのです。２年ぐらいかかり

ましたけれども、そんな参加の仕方もあるの

かと思っています。

それからもう一つ、先程の麻生会長のお話

が大変印象的なのですけれども、既に今は国

だけじゃなくて、アジアだ世界だという時代

です。私は実は毎年夏に、上海の大学と私の

本務先の大学が提携しておりまして、集中講

義をしに行くことになっておりまして、10 日

とか２週間滞在してあちらの学生と接するの

ですけれども、非常に驚いたのは、学生の趣

味、嗜好とか流行が日本の学生とほぼ変わら

ないことです。例えば見ている漫画、アニメ

は全く時差がなく同じものが流行っているの

です。今何を見ているのと聞くと、例えば小

さい子なんかドラえもんなんて必修科目みた

いなものでみんなよく知っているし、ほとん

ど時差がなく日本文化を取り入れていて、大

変人気もありました。そのアニメのベストテ

ンをかなり大きな範囲で調べましたところ、

人気のあるアニメ 10 本のうち８本までが日本

製でございました。ところがその８本は一度

も中国本土で放送されたことがないアニメで

した。海賊版だということですね。インター

ネットの時代ですから、ＹｏｕＴｕｂｅだの

何だのといろいろありまして、見ようと思え

ばいろいろ見られるわけですね。

ということになると、今までのチャネルじ

ゃないところで思いがけない情報交流システ

ムというのが育っているわけです。それで、

その先を考えると、日本のアニメで育った子

どもたちは、メンタリティや価値観、何をか

っこいいと思うか、何を正義と思うかという

のが、日本の考え方にやはり感化されるわけ

です。スーパーマンで育った子と仮面ライダ

ーで育った子はやはり違うと思うのですね。

ちょっと極端ですか。

そういうことを考えると、国家間関係とか

国際関係というもののあり方も少し違う角度

で考えていかないと、これから未来社会を構

築する上でいろいろ問題があるのではない

か。そのときの政策決定の枠組みは、もうパ

イは既に一地域ではなくて、もっとうんと広

げて、大きなアジアや世界の中のそこという

ような概念を持つことがとても大事だと思い

ます。

神奈川県と福岡県で知的価値のセンターを

目指すというときに、同じことをしていて

は、ともに分け合うなんていうことになると

良くないので、やはりどこで差別化を行うか

というときに、地勢学的な利点というのも多

分あるのです。地勢学というのは、位置付

け、場所によって政治性が生まれるというこ

とで、例えばアジアに近い福岡と、太平洋の

窓口で開港 150 年の横浜がある神奈川県とい

うと、やはりちょっと違う。そこのところを

どう生かすかという時に、住民参加のあり方

にも当然反映されてくるのではないかなと思

っております。だから、そのプロセスの段階

で、決まった後ではなくて、プロセスの段階

でいかに巻き込んでいくかという努力を様々

な角度でしていくことが必要ではないかと思

います。

小林教授

ありがとうございます。

次は松沢知事に伺いたいと思います。若年

層の投票率低下も全国的に見られる中で、神

奈川県内の高校で模擬投票を県全体としてか

なりやっていらっしゃるというのは注目すべ

きことだと思いますし、あるいは先程のお話

で、県民参加の自治基本条例の策定に取り組

んでいらっしゃるということですけれども、
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神奈川県として国から県、今度は逆に住民か

ら県、県から住民へといった住民参加をどう

いうふうに基本的にお考えになっていて、ど

ういうふうにこれからやっていこうとお考え

なのか、ぜひ教えていただければと思いま

す。

松沢知事

私はよく「神奈川力」という言葉を使うの

です。県の総合計画も「神奈川力構想」で

す。神奈川だけに力があると言っているので

はなくて、福岡には福岡力があるのです。北

海道には北海道力がある、その地域の歴史、

伝統文化に裏打ちされた特色、潜在力を何々

力と呼べばいいと思うのです。

「神奈川力」とは何かと定義しますと、一

つは「先進力」なのです。先程も言ったよう

に、ほかの地域がやっていないようなことも

神奈川は一番先に挑戦して、それで突破口を

開いて日本の国を変えていく。情報公開しか

り、環境アセスメントしかりです。この先進

力が神奈川には伝統的にあるのです。

もう一つが、「協働力」です。ともに働く

力。官も民も、民の中でも企業もＮＰＯもボ

ランティア団体も県民も、一度目標を決めた

らみんなで一緒になってまちづくりをやる。

みんなで一緒になって働いて新しい価値を創

造する。私はこれを「神奈川力」と呼んでい

るのです。

そこで、住民参加の面でも「神奈川力」を

いろいろ考えているのですが、一つは、ご指

摘がありました自治基本条例です。国に憲法

があるように、これから地方分権改革が進ん

で力を持った地方自治体の運営方針をきちん

と成文化しておく必要があるのではないか。

地方自治法があるではないかといいますけれ

ども、あれは国がつくった法律で、議会や行

政府の役割などは書いてあります。でも、一

番大事な主権者である住民参加という部分が

弱い。ですから、神奈川の自治基本条例とい

うのは、特に主権者である県民が県政にどう

やって、どういう理念のもとに参加できるの

か、その仕組みは何かというのを、皆さんの

参加を頂いてきちんとつくっていきたいと思

っているのです。

それで、県民の皆さんの権利、義務として

どういうことを定めるかというと、県政に参

加する権利、責任、あるいは県政に関する情

報を知る権利も定めたいと思いますし、ま

た、県政運営の基本原則として、こうした県

民参加の原則を定めます。その原則に基づい

て具体的な手法として、例えば情報提供・公

開、あるいは県民参加機会の保障、さらには

県民投票制度というのも考えていいのではな

いか。こういうものをきちんとした条例にし

て、誰が読んでも「神奈川県民だったらこう

いうことができるのだな」と分かるようにし

たいのです。

それと、今度は一緒に県民に参加してもら

うさまざまな仕組みもつくっていかなくては

いけません。実は神奈川県はずっとこれをや

ってきていまして、例えばパブリック・コメ

ントで、条例や政策をつくるときは県民の意

見を聴く。それだけではなくて、今、「ｅ－

かなネットアンケート」というインターネッ

トアンケートも活用しているのです。こうい

う政策をつくりたい、県民の皆さん、意見は

どうですかというと、インターネットにより

県民の意見が瞬時に入ってきます。こういう

こともやっています。

それから、政策をつくるときの各審議会等

があります。この審議会等にも県民委員とい

って、学者や行政の専門家、有識者だけでは

なくて、県民の皆さんにも公募により参加し

てもらえるような仕組みもつくっています。

それから、私のマニフェストに入れたので

すが、県民からの政策提案制度を去年から始

め、県民の皆さんから県庁が取り組むべき事

業を提案してもらっています。今年は 50 件ぐ

らい提案がありました。それを審査委員会で
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審査をし、最後は私が幾つかの事業を取り上

げて、予算を付けて事業化していきます。県

民の皆さんが考えた事業を県庁がやってい

く、こういうのも県民参加ですね。

それからＮＰＯの皆さんとの協働事業。こ

れは政策提案、政策実施、政策評価、それぞ

れの部分でＮＰＯの皆さんと一緒に協働で事

業をやっています。

あと必要なのは、私たち政治家が県民の中

に入っていって、生の声を聴くことです。知

事や議員の皆さんが、県政報告会でもいい、

あるいは政策討論会でもいい、常に県民の皆

さんの中に入っていく努力をして、意見を聴

いていくことが重要だと思います。

そして最後に、私は今後の神奈川県の民主

政治の発展を目指すためには、教育だと思う

のです。宮崎先生がいらっしゃいますが、実

は教育委員会でもこの議論をしていただきま

した。つまり、今の若い子たち、高校生に対

して民主主義教育をしっかりやっていこう

と。民主主義教育というのは政治のイデオロ

ギーを教える政治偏向教育とは全く違いま

す。民主主義社会を維持していくために、き

ちんと政治に参加することが大事だというこ

とを教える教育です。

その一つに、小林先生ご指摘のあった、選

挙の時に高校生による模擬投票というものを

やってもらっているのです。昨年、４校でス

タートしていまして、これをどんどん増やし

ていってもらいたい。国政選挙などにおい

て、みんな政党がマニフェストを出します。

それをよく読んで勉強し、そして一番良いと

思う政党や候補者に１票を入れる練習をさせ

るのです。学校に投票箱を置いて。そこまで

練習してもらうのです。それで政治に参加す

る大切さとか、あるいは投票に行ってちゃん

と自分の権利を行使することの大切さを学校

で教えていこうじゃないかということで神奈

川県で始めました。

それからもう一つ、毎年夏にハイスクール

議会というのが開かれています。県議会の議

場を全て高校生の代表に貸して、各高校から

議員に立候補するのです。それで百何十名が

集い、環境の委員会あるいは福祉の委員会か

ら始まって、最後は、本会議の論戦は全部私

が答弁します。高校生たちが、「県知事、神

奈川県はこういうところが遅れているのでは

ないか、どうなのだ」と言って、私が答え

る。そうやって政治に参加するということ

の、ある意味でトレーニングをし、民主主義

教育をしっかりやっていけば、おのずと将来

の県民は非常に政治的な意識が高く、常に選

挙にも行って政治にも意見を言う、行政にも

参加するようになる、こういう社会ができ上

がっていくのではないかと考えています。

小林教授

ありがとうございます。

さて福岡についてみると、福岡は歴史的に

アジアに開かれていますし、それを受け入れ

てきたということで、大変にホスピタリティ

ーのある県民がいるというのが福岡力だと思

うのですけれども、福岡県ではどういうふう

な住民参加の取組みをしていらっしゃるので

しょうか。

麻生知事

住民参加の一番の基本は、やはり情報公開

です。我々のいろいろな活動について、正確

に、かつ迅速に情報を公開し、それぞれ関心

のある方、あるいは利害関係の皆さんがそれ

を正確に知るということから出発することが

基本だと思っています。住民参加を考えてい

く場合に、もう一つ、どういうケースの場合

に、どこまで住民参加、住民の意見というの

が反映されるような仕組みをつくるかという

ことについては、結局、ずっといろいろやっ

ていますけれども、これは実際の行政の中身

によって違ってくるということだと思ってい

ます。
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例えば、我々が一生懸命力を入れているま

ちの景観なり、地域全体の景観について、相

当長くやるならば、これは徹底的に住民参加

で、皆さんの考え方が形成され一致すること

が不可欠です。ただ、今、問題になっていま

すような福祉の問題、どこまで無料でやるべ

きかどうかということになりますと、これは

やはり相当意見が違ってきます。我々の自治

制度は、知事が住民から直接選ばれていま

す。それから議会が直接選ばれているという

二元代表制です。これがそれぞれの民意をし

っかりと吸収する仕組みになっています、か

つ、重要な決定を行うという本来の責務を持

っていますので、それと住民参加でバランス

をどうとるかということだと思っておりま

す。これは、一方であまり住民自治だという

ことを住民の皆さんにお願いします、お願い

しますと言っていたのでは、何のために知事

がいるかわからんということになるわけで

す。これは下手をすると知事の責任回避の問

題になるという現実もありますから、そこは

やはり知事がちゃんと責任をとった決断をし

ていくということも一方で重視しながらやっ

ていかなければいけないと思います。

ホスピタリティーについては、多分に歴史

的なところがありまして、我々の地域はやは

りずっとアジアとの交流、貿易をしたり文化

を取り入れたりすることによって成り立って

おります。また、こちらには中華街がありま

すけれども、非常にたくさんのアジアからの

歴史的な移住ということによって成り立って

いますから、そういう成り立ちからいいます

と、他の人を排除するということではもう成

り立っていかない歴史を持っているのです。

したがって、いやが応でも、いろいろな人を

社会から排除するとか、会合に入れませんと

か、そういうことは一切しないということで

やっております。また、私どもの合い言葉

は、そのように世界と大きな心を持ってつき

合っていこうということであります。

ちょっとだけ紹介いたしますと、私どもの

ところは子供大使というのをやっているので

す。子供大使というのは、12 歳以下の子供た

ちを大体アジア地域を中心に、400 人ぐらい

10 日間ほど招待するという事業であります。

12 歳というのは、飛行機代が断然安くなるか

ら 12 歳以下にしているというところもあるの

ですが、これをやり始めて 20 年になりまし

た。これは我々のところの商工会議所が一生

懸命この活動をやってきていまして、もちろ

ん行政的に応援しています。累計がもう

7,000 人を超えるということです。今、20 年

経ちましたから一番上のほうは 30 歳を超える

という状況でありますけれども、我々のそれ

ぞれの地域との関係で非常に重要なブリッジ

になっています。そもそもホームステイする

ものですから、ホームステイ先は同年代の子

供がいる家庭がほとんど引き受けます。その

結果、帰る時には子供同士が義兄弟みたいに

なっていて、非常に仲よくなって帰ってきま

す。そんな事業が 20 年続くというのは、やは

り土地柄ではないかと思っています。今、東

京ばかり有名になっていますけれども、今に

そのうち福岡の方がアジアで有名になるため

に、そういうことを一生懸命やっている。そ

ういう、みんながそれぞれの活動をかついで

自分でやっていくという風土をつくるという

ことが一番大事じゃないかと思います。

小林教授

47 都道府県それぞれの地域力を住民参加で

どう育てていくのかということで、住民の意

思を反映させるような自治体運営の制度設

計、それから住民側も、やはり自分たちで考

えて行動していく住民意識というものの形成

というのは当然必要です。

それでは、ここで休憩をとらせていただき

たいと思います。
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パネル討論（意見交換）

小林教授

それでは、後半に入りたいと思います。

まずここで今日おいでのフロアの皆さん

と少し質疑をさせていただければと思いま

す。これまでの前半の議論に対しまして会

場の方からご質問、ご意見があればぜひお

伺いしたいと思います。ご意見やご質問が

あります方は、ぜひ挙手をお願いしたいと

思いますが、いかがでしょうか。

質問者Ａ

私は現在、９月から５月までアメリカへ

留学しています。教育から見ると、ぜひ今

の日本のレベルを落とさないために、先程

宮崎さんがおっしゃったようなことをこれ

からも維持するようにしてほしいと思うの

です。逆に言うと、私は本当にアメリカを

１年間しか見ていないので何とも言えない

のですけれども、ものすごく優秀な子を育

てるようにシステムができているのだと思

うのです。私も勉強はしていったつもりな

のですが、やはり見るのと、そこに１年間

住んで生活するのでは大きく違います。逆

に言うと、日本の車が優秀なことも初めて

わかったのです。

あともう一つ、アメリカは、毎朝、胸に

手を当てて国旗と州の旗に誓うのです。ぜ

ひ私は、日本の風土に合った日本の教育制

度を神奈川県でも、できたら麻生さんの福

岡県でも絶対維持して欲しいと思うので

す。やはりその民族が育てた教育システム

というのはものすごく素晴らしいものだと

思いました。感想と意見ですけれども、申

しわけありません。

質問者Ｂ

前半のお話、知事や宮崎先生のお話を聞

いていて、一番大事なことが抜けているの

ではないかと思いました。皆さん、知事や

大学の教授だから、それなりに知識や教養

があると思うのですが、一番大事なこと

は、政治家とか役人の倫理観の確立がなけ

れば地方分権も成功しないのではないかと

感じているのです。その辺のところにちょ

っと触れていただきたかったと思っており

ます。

質問者Ｃ

地方分権が地方行政の立場からの発言に

聞こえます。地方行政がこうしたいからこ

うすべきだと聞こえますが、本当は県民が

どう望んでいるのだからそれを実現するた

めにはどうするという、県民が望むものを

第一に挙げて、地方分権は言うべきだと思

います。その点を松沢知事からお答えいた

だきたいと思います。

質問者Ｄ

松沢知事がアジアからの観光客を増やす

取組みを山静神サミットで行っているとお

っしゃいました。北九州、福岡では地の利

を生かしてアジアからの移住の人が多く、

アジア文化の中心となり、それを生かして

福岡県を発展させるという麻生知事からの

お話がありましたけれども、では、何で神

奈川県の方はどうアジアからの観光客を増

やすのでしょうか。神奈川では地の利を生

かしているわけではないのでしょうか。

質問者Ｅ

松沢知事と宮崎さんにお答えいただきた

いと思います。

松沢知事の「神奈川力」というものが非

常に新鮮で、とても関心を持って去年あた

りから見ています。神奈川県では日系外国

人が増えております。教育の問題に関連し

ますが、伊勢原市のある団地の居住者の中

に日系外国人のご子弟がかなりいて、学校

教育で戸惑っているのです。高校生になる
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年齢になっても、学力がつかず試験を通ら

ないので公立には行けないし、私立はお金

がなくて行けないということで困っている

現実があります。中学校に入っている子供

に対して、今、神奈川県では放課後に特別

の講師を招いて、母国語と日本語のための

補習教室をしていますが、それでは焼け石

に水なのです。もっと徹底したことが必要

だと思います。

「神奈川力」の中の「先進力」に位置づ

けるような、日系外国人のための学校を新

設する構想を知事はお考えになっていただ

けないでしょうか。また、教育委員である

宮崎さんは、これを具体化する方向性につ

いて何かお考えや知識がおありでしたらお

答えいただきたいと思います。

小林教授

ありがとうございます。

今、５名の方から質問を頂戴しておりま

す。よろしければ、ここでパネリストの方

からご回答をいただければと思います。整

理をさせていただきますと、教育について

二点、ご質問、ご意見がございました。最

後の方のご質問と最初の方のアメリカの教

育について。アメリカと比べますと、お互

いのいい点、あるいは問題な点があると思

いますが、この問題について宮崎先生のほ

うと松沢知事のほうからご回答をいただき

たいと思います。

それから政治家のいわゆる倫理観の問

題、あるいは全体的な倫理観の問題。この

問題について、これは麻生会長を含めてど

なたからでもぜひお答えをいただければと

思います。

それから、神奈川県に関してということ

になろうかと思いますが、アジアからの観

光客を増加させることと神奈川県のいわゆ

る地域性がどういうふうに関係があるのか

という点について。それから地方行政の分

権というだけではなくて、いわゆる県民と

してどう参加していくかという地方分権の

問題は前半でも論点として出ておりました

が、特に神奈川県ということでしたので、

この二つの問題については松沢知事のほう

からお答えをいただければと思います。

それではまず、宮崎先生のほうからよろ

しくお願いします。

宮崎教授

ありがとうございます。風土に合ったと

いうのはまさにそのとおりで、風土が教育

をつくり、教育が風土をつくる相互関係で

すから、そこで回転して時代や文化を紡い

でいくのだと思うので、アメリカの教育を

そのまま日本に持ってきて合うかどうかと

いうと、やはりいろいろ問題がある。

よく言われるのですが、アメリカは、１

人のビル・ゲイツをつくるために 100 人の

死屍累々でも構わない社会だとよく言われ

るのです。日本の場合は、１人のビル・ゲ

イツはできなくても、100 人がそこそこ力

を合わせると１人分のビル・ゲイツの仕事

ができるようにしているということがよく

言われます。どっちがいいかというのは、

また時代が決めていくことだと思いますけ

れども、教育だけを切り離してそれをする

というのは、非常に難しいことだと思うの

です。教育は社会を映す鏡ですから、社会

がどういうスタンスをとっているのか、何

を価値観とするのかということと切り離し

ては考えられない。

だから、その辺の社会の仕組みで、例え

ば評価とか、今、格差がいいのか悪いのか

とか、平等というのは何を意味して平等と

言っているのか、努力した人もしない人も

同じ点のほうが平等なのか、した人は良い

点でしない人は悪い点のほうが平等なの

か、そういうことをもう少し社会が煮詰め

ないと教育に反映するのは非常に難しいと
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思うのです。だから、その辺のところにつ

いてはまだまだ不十分だと思いますから、

教育委員会としてももっともっと頑張らな

きゃいけないと、ご指摘を受けとめさせて

いただきたいと思っております。

それから、先程の外国人のお話ですけれ

ども、日系に限らず外国人、それから例え

ば日本人でも帰国子女で日本語が不自由な

方とかたくさんいらっしゃいます。そうい

う方をどのように受け入れていくかという

ことは、現場でもそれぞれ工夫をしてい

て、実際に県立高校などでは、かなり外国

人の生徒も受け入れておりますし、そのた

めの日本語の特別コース、これは少人数、

１対１だったりするのですけれども、そう

いうコースを設けて、日本語だけではなく

て、日本の生活習慣も覚えてもらおうと努

力しています。しかし、一つ一つの例を見

ていくと、ご指摘いただいたようにまだま

だ不十分なところもたくさんあると思いま

す。いきなり外国人用学校をつくるのかど

うかはここで私が勝手に個人で簡単にお答

えできる問題ではないのですが、ただ、こ

の問題は、例えばそういうことで解決がで

きる問題なのかどうかも併せて考えたい。

それと私は大学におりますが、大学には

留学生がたくさん来ます。アジアの留学生

も日系の留学生も、様々な留学生が来ま

す。日本語もゼロ、日本の生活習慣もゼ

ロ。だけど、英語で試験を受けて、英語だ

ったらできるわけですから、成績は良い。

論理は自分なりの非常にすぐれたものを持

っているという子が日本に来た時にどうし

ているかというと、必死に自分で努力して

この社会を理解し、なじみ、中で生活する

ようにしている。その手助けをいかに周り

ができるかということが非常に大事なので

すが、これはもうほんとうに周りの学生と

か教職員も含めて、きっとボランティアな

んて生易しい言葉じゃないのです。もう必

死になって戦いながらやっていくというこ

とだと思うのですけれども、でも、その先

に生まれた友情とか相互理解とかというの

は非常に大きな貴重なものがあると思いま

すので、やはり一人一人に任される部分と

いうのはたくさんあると思うのです。

今、私がお話を伺っていてすごく思いま

したのは、今まで日本は官と民、公と私と

いうのを分け過ぎていたのです、公のこと

は官がやり、私のことは民がやるみたい

に。でも、今の留学生の話なんか、あるい

は帰国、あるいは外国人居住者の話などで

考えますと、公のことをいかに民ができる

か。その民がやることをいかに公が助けら

れるか、助けられなければせめて邪魔をし

ないか、こういうことが今すごく大事だと

感じています。まだまだ不十分だと思いま

すので、適宜そういうご意見をいただきな

がら進めていかなければならないと肝に銘

じて伺ったところでございます。

小林教授

松沢知事に対して幾つかご質問が出まし

たけれども、まず、教育の問題についての

お２人に対する回答からお願いいたしま

す。

松沢知事

現在、神奈川県に約１万 4,000 人のブラ

ジルの方がお住まいになっています。日本

には約 31 万人います。居住されている地

域は集中し、横浜市鶴見区、平塚市、愛川

町などに、集中してお住まいになっていま

す。こういうところでは、小学校の中では

クラスの中で３、４人がブラジルからの子

供さんで、日本語は全然分からないといっ

たさまざまな問題を抱えています。ただ、

ではそういう人たちのために新たに学校を

つくれば良いのか。それをやればやる程日

本の地域社会への同化がどんどん遅れま

す。ですから、以前、アメリカに日本の企

業がどんどん進出した時に、日本の子弟を

日本人学校の中で勉強させるのがいいの
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か、それとも現地校に入れるのがいいのか

ということで、保護者の方も非常に迷った

のです。でも、今ではどちらかというと現

地校に入れて、その３年間または５年間、

アメリカ社会の中で体験をさせたいという

場合も多いのです。ただ、それで大きな課

題となっているのは、帰った時の受験をど

うするのかということです。

ブラジルから来た子供たちも、日本に永

住する覚悟がファミリーにあるのであれ

ば、私は現地校を中心に、つまり、日本の

小学校で教育をすればいいと思います。ア

メリカでは、ＥＳＬという英語を母国語と

しない子供たちが第二母国語として英語を

学ぶためのクラスが、すごく充実していま

す。そのクラスでは、放課後、まず、英語

を教え、それから生活習慣などについても

教えていきます。アメリカの子供たちの考

え方はこうだよということも教えていま

す。これを実施していくためには先生の充

実が必要になります。しかし、ブラジルの

言語はポルトガル語ですから、これを話せ

て語学の補習ができ、日本のことも教えら

れるという方がなかなかいないのが現状で

す。これが追いつかなくて、今はブラジル

から来た子たちの教育というのは遅れてい

るわけです。

私はブラジルには、今年の６月に行って

きまして、これから人の交流を神奈川県と

サンパウロ市でも行おうとしています。ま

た、やはりそういうサポートができる人材

育成のためのプログラムをつくろうと思い

ますが、宮崎さんが言ったように社会の中

でどう考えていくか、少し議論が必要な問

題だと思っています。

あと、地方分権において県民の参加とい

うような視点が足りないのではないかとい

うご意見を頂きました。私もその通りだと

思うから、神奈川県で自治基本条例という

のをつくっていきたいのです。例えば、行

政と県議会の間の力関係などは、ある意味

で団体自治ですから、これについては地方

自治法にも規定され、ある程度ルールはあ

るのです。ただ、やはり住民がどうやって

県の行政に参加をして、自治体運営をやっ

ていくかというところが非常に弱かったの

です。ですから、自治基本条例により県政

への住民参加を保障し、それは責任であり

権利であるということをきちんと規定し、

その中で、さまざまな仕組みにより住民参

加の機会をつくる、神奈川県を県民の意思

に沿って行政と議会が協力して動かしてい

く仕組みとして自治基本条例をつくってい

くということをぜひともご理解いただきた

いと思います。

それからアジアとの交流についてです。

麻生会長の福岡県もアジアと地理的に近い

ですから、さまざまな交流のチャンスとメ

リットがあると思うのです。ただ、神奈川

県には「神奈川力」の一つとして神奈川県

の歴史、伝統、文化があるのです。例え

ば、神奈川には日本一大きな中華街があり

ます。ここの中国人の方々は、それぞれ台

湾も含めて母国と今でも交流を持っていま

す。ですから、中華学校がありまして、こ

こは今、日本人の子弟にも人気がある学校

です。

それから神奈川県には大きなコリアン・

コミュニティーがあります。神奈川県は京

畿道ともう２０年近く付き合っていますか

ら、今まで職員を相互派遣し、あるいは観

光業者なども両方で行き来し、京畿道と神

奈川県の観光交流まで含めて進めていま

す。

それから神奈川県は、インドと大変に関

係が深いのです。実は、インドの商人が初

めて日本に入ってきたのは横浜開港直後で

あり、当時は、インド人コミュニティーも

ありました。今、横浜とムンバイは姉妹都

市で交流が４０年以上続いています。神奈

川県も、今、経済交流をインドと始めてい

ます。
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あと、羽田空港が国際空港になり、アジ

ア便がかなり羽田空港からも出て行くとい

う地の利も含めたアジアとの交流の歴史、

伝統、文化を神奈川らしい方法で独自に発

展させていきたいのです。だから、福岡県

は福岡県のアジア交流、神奈川県は神奈川

県のアジア交流で、お互いそれを行政や経

済のレベルだけでなく、観光や教育で、人

材交流のレベルまで発展させ、国際化社会

の中で地方同士が良いお付き合いをするこ

とによって、両者がＷｉｎ・Ｗｉｎの関係

で発展していくという発想を持ってやって

いければ、決して福岡県と神奈川県が競合

するからどちらかにした方がいいという議

論にはならないと思います。

小林教授

ありがとうございます。

それでは、麻生会長、大変恐縮ですが、

分権における政治家の倫理観は当然不可欠

な問題になると思いますけれども、いかが

でしょうか。

麻生知事

政治家を倫理観という観点で捉えること

は昔からあり、政治は最高の道徳であると

いうふうに言われていたのです。倫理も重

要ですが、やはり我々が政治家に求めるの

は、立派な政治をすることです。立派な政

治をするということの具体的な中身は、や

はり国民にしっかりとした生活を保障する

ことが中心であり、そしてまた今あるよう

な教育、将来にわたってしっかりした子供

を育てていくという具体的な政治をしっか

りやっていくことだと思います。

では、現在の日本政治はそのような本来

の政治の役割なり、国民の期待に応えるよ

うな活動なりになっているかどうかについ

ては、やはり相当問題があります。これは

もうむしろ小林先生に言ってもらった方が

良いのですけれど。やはりいろいろ問題が

多いです。

私は、国内の社会のあり方、民意と言い

ましょうか、そういうものが随分変わって

いると思うのですが、それを的確にとらえ

て、特に社会保障制度をしっかりとつくる

ということにおいて、どうもふらふらして

思い切った改革を行えていないと思いま

す。これが国民に将来に対する不安を与

え、自信を無くさせていると思います。

それからもう一つ、日本の政治は 20 世

紀末から明らかに変わりました。グローバ

ル時代というのは世界ルールをつくるとい

う時代です。日本だけのルールではなく

て、どのような共通のルールで世界をどう

運営するかということです。一番典型的な

のは、やはり環境問題です。温暖化という

のはもう明らかに人類の将来に関わるもの

ですから、これをどのようなルールで押さ

えていくのかは、まさに日本の課題である

と同時に世界中の課題です。どうルールを

つくるかが我々の将来であると同時に世界

中の将来になってくる。

同じことが、経済的な分野にもありま

す。今、サブプライムローンなどでいろい

ろ問題になっていますけれども、金融のル

ールについてアメリカは相当いい加減なこ

とをしています。あれは変えさせなきゃい

かんわけなのですけれども。ああいうこと

も世界ルールをどうつくっていくかという

ことになりますし、最近は文化でもそうで

す。だんだん世界遺産ということが大きな

権威になっている。それをどういうルール

でつくっていくのかということが大事な将

来の文化のあり方なりを決めていくという

ことになるのです。

そういうことを考えますと、我々は世界

標準というか世界ルールと言われるものを

どれだけ積極的に考えて世界に提案してつ

くり上げていけるか、そういう能力をどれ

だけ持ち得るかということが我々の将来の
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繁栄基盤を変えてくるし、またそれがなけ

れば繁栄基盤はつくれないのです。そうい

う意味での日本の政治のリーダーシップが

非常に弱くなってしまっているところに日

本の大きな政治課題があるのではないかと

思っています。

逆に私は、地方分権でぜひ変えなくては

いけないと思っていますのは、現在のよう

に国が我々に、この補助金をやるからああ

したらどうだ、こうしたらどうだと膨大な

人間をかけて行っていることです。例え

ば、酷い例では、福岡県には漁港があるの

ですけれども、漁港では今のような状態で

は苦しいので、直接売ろうということで朝

市をつくろうとしています。それで、朝市

をどこにつくってどういう建物をつくるの

かについて、国が直接補助金を出すので

す。だけど、本当は、その周辺の人口がど

うなって、道路がどうなっていて、こうい

う朝市をつくれば売れそうかどうかという

のは、霞が関では分からないですね。で

も、そんなことを一生懸命やっているので

す。私に言わせると、そんなことをやる暇

があったら世界に目を向けろと言いたい。

世界ルールをどうやってうまくつくってい

くのかということこそ、国家の役割になっ

てきているのではないか。ですから、もう

内政は思い切って地方側に任せてほしい。

そしてせっかくの人材を世界に向けた日本

の活動に向ける。そうしなければ日本は今

後将来繁栄できないというふうに思ってい

るのですが、そのような活動をぜひ日本の

政治はやるべきであると思っています。

小林教授

ありがとうございます。会社の透明性、

コーポレート・ガバナンスと言いますけれ

ども、私は自治体の行政もやはりガバナン

スということが重要だと思います。上から

のガバメントではなくて、住民の側からど

う動かしていくのかというガバナンスのほ

うが大事だと思っています。アメリカの政

治学で最初に教えることは何か。住民がど

うやって政治を動かすことができるのかを

最初に教えています。90 年代の政治改革

については言いたいことは山のようにある

のですけれども、今日は多分場が違うと思

いますので、この辺にしたいと思います。
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パネル討論（後半）

小林教授

最後になりますが、これからの将来の問

題についてですけれども、大変恐縮です

が、時間が限られておりますので、お一人

２、３分程度でぜひご意見を伺いたいと思

います。麻生知事から、全国知事会の会長

として思い描いていらっしゃる分権改革の

将来像、理想像について語っていただきた

いと最初に思います。

麻生知事

結局、今の日本のこのままの形態で日本

国全体、国民は幸福になれるのかというこ

となのです。今ずっと、特に空白の 10 年

などと言われるここ十数年の状況を見まし

ても、結局、東京に人口が集まり、東京に

はどんどん高いビルができていくという事

態が起こっています。そして、さまざまな

機能が東京に集中しています。ところが、

我々地方にとって、高いビルが１本できる

のは大変なことです。結局は人口減少にな

ってしまい、一番象徴的にはシャッター商

店街がだんだん増えていっています。

その中で、我々が選択するのは、東京と

いう富士山がどんどん高くなっていくの

か、それとも、やはり全国にしっかりとし

た機能を持った拠点がある八ヶ岳型にして

いくのかということです。この選択が地方

分権の本質だと私は思います。八ヶ岳型に

しなければ、日本の皆さんのいろいろな希

望や能力を十分引き出せないのではない

か、全体としての日本国民の幸福につなが

らないのではないかと思っています。

例えば、ドイツには極端な大都市はない

のです。いろいろな中都市が散在して、そ

れなりの個性を持って美しい都市を形成し

ています。しかし、ドイツは世界的に見る

と立派な国家であり、繁栄している。アメ

リカもワシントン、ニューヨークだけじゃ

なくて各地にしっかりした都市があり、ま

た地域が形成されている。なぜそうなって

いるかといいますと、一つの大きな原因

は、それらの国は連邦制をとっているから

です。要するに重要な決定権が分散されて

いるのです。やはり大きな決定権が分散さ

れず、重要な決定の情報が一カ所に集まれ

ば、どんどん富士山のように高くなってい

きます。

そうですから、私の分権の理想は何であ

るかというと、これはやはり決定権をもう

少し地域に分散して、それぞれの地域の皆

さんが自分の考え、自分の創意工夫を生か

していくことです。それによっていろいろ

なところに個性を持った活動の拠点がある

八ヶ岳型の日本をつくる、それが理想であ

り、目標だと思っています。

小林教授

ありがとうございます。

それでは、宮崎先生のほうから、今後の

分権社会に対して何を期待していらっしゃ

るのか、これを伺いたいと思います。

宮崎教授

結論から言うと、地域の一人一人が地域

の問題を自分たちの手でしっかり解決でき

るような社会、我がまちという思いを抱け

る地域になるか。まちづくりなどの感覚で

は小学校区とよく言われているのですけれ

ども、地域アイデンティティー、どこまで

を自分のまちというふうに認識できるかで

す。

私は実は、奄美というところで美術館の

館長を務めていますが、県でいうと鹿児島

県にあります。週末ごとに飛んでおります

けれども、有人の島が八つあります。それ

ぞれ言葉がまるで違います。「こんにち

は」は「うがみしょーら」です。「うが

み」は拝むで、「しょーら」は候文ですか
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ら、「拝みたてまつりそうろう」という非

常に謙虚な文化です。それが有人８島で微

妙に違いまして、「ありがとう」が、奄美

大島は「ありがっさまりょーた」、その南

の徳之島へ行くと「おぶらーだれん」と言

います。その向こうの沖永良部では、「に

へーでろん」、その向こうの喜界島では

「とーとがなし」。ありがとう一言でこれ

だけ違うのですね。ということは、文化、

生活スタイル、価値観がすごく違うという

ことです。しかし、この多様な島々が集ま

ると、奄美という調和した統一のアイデン

ティティーを持っているのです。

これはこれからの世界に向けて国際社会

のモデルとして発信していきたいなと本当

に思うのですが、こういうアイデンティテ

ィーを持つその奄美に私はたたずんだ時

に、「我が国は」と言えないのです。「私

の奄美は」と言えるのですけれども。そう

いうスタンス、自分が軸足を置いていると

ころの価値観みたいなものを、どう民意を

総和してつくっていけるのか。例えば、先

程から漁港の話などいろいろ出ています。

一つ、川岸にコスモスを植えようなんてい

ったら、国交省まで許可を取りに行かなけ

ればいけないと言っていると、自分のまち

づくりなんかできないのです。役割をもう

少し分担して、どこまでがまちでできるこ

となのか、国はどこまでできることなのか

をはっきりさせる。しかし、まちでも力の

あるまちと力のないまちがあります。税源

や財源をきちんとした上で、それでも力が

ないまちは束になってかかるという方法を

しなくては、きっといけないだろうと思い

ますが、どこまでアイデンティティーを持

って束になれるか。九州全体は九州という

アイデンティティーはどうも持ちやすいら

しいのですが、この辺は難しいかもしれな

いのです。だから、今、道州制の議論が出

ていますけれども、どこまで自分のまちと

いう感覚を持てるかというのをすごく大事

にしながら、新しい形の、私は「何市民」

というときの「何」という部分がどういう

概念を持つかということをみんなでもう少

し考えていく必要があるのかなと思ってい

ます。

小林教授

最後に松沢知事のほうから、自分たちで

自分たちのことを決める地域の自立につい

て。これはイコール民主主義のことだと思

います。そういう意味で、市民社会をつく

っていくためにローカルデモクラシーとい

うご持論をお持ちだと思いますけれども、

どういう地方の時代を目指していく必要が

あるとお考えになっているのか、ぜひ伺え

ればと思います。

松沢知事

私は、地方の政治を変えていきたいと思

って知事になりました。地方の政治・行政

を変えるには、その入り口である選挙から

変えなければ駄目なのです。選挙と政治・

行政はつながっているのです。選挙は旧態

依然のやり方でやっておいて、当選してか

ら、「はい、私はきょうから政治を変えて

見せます」と言っても、これは絶対に変え

られないのです。

私は、地方の政治を変えるために、その

入り口である選挙から変えようと思って、

自分が知事選に出る時、二つのことを自分

に課したのです。一つは、どんな大きな政

党からもどんな大きな団体からも推薦はも

らわない。選挙は自分の力でやろうという

ことです。二つ目は、選挙で一番問われな

ければいけないのは何か。よく、知事選み

たいな大きな選挙をやる場合、「お金がな

ければ戦えないよ」と、まず言う人がいる

のです。それから、「どれだけの組織が応

援してくれるのだ」と言う人がいます。

「神奈川県民約 900 万人いて、ビラ１枚配

るのだって組織がなくてはできるわけない

ではないか、組織が大事だ」と言うので

す。それから最近は知名度というのもある
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のです。超有名人を出せば選挙に勝てると

いうことで立候補した人はたくさんいます

よね。でも皆さん、組織、お金、知名度と

言いますが、選挙で一番大事なものが忘れ

られているのです。それは政策です。です

から、極論すると、今までの選挙というの

は政策があまり問われなかったわけです。

スローガンを言っているだけで、「私に任

せなさい」と言い、選挙が終わってから役

人と一緒に政策を考えてやるという形でし

た。だから、選挙という有権者全員に保障

されている政治参加の機会に、一番大事な

政策が全く問われないわけです。これでは

有権者の皆さんの政策的な意思をどうやっ

て政治に伝えるのでしょうか。だから、こ

の選挙改革が重要なのです。

それで私が挑戦しているのがマニフェス

ト改革です。選挙の時に具体的な政策を情

報公開し、４年間でやりたいことを、パッ

ケージで皆さんに示して信任を得るので

す。ここで重要なのは、マニフェストとい

うのは選挙に勝つための道具ではないとい

うことです。政策中心の選挙、政治、行政

をつくり上げるための道具なのです。です

から、マニフェスト改革というのは選挙が

終わった後からが重要です。信任を頂いた

マニフェストですから、４年間の任期でど

こまでできたのかを常に有権者に報告しな

くてはいけない。外部からもチェックをし

てもらわなくてはいけない。毎年毎年、外

部の評価委員会から松沢マニフェストがど

こまで進んでいるかというのを評価しても

らう。Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの評価を付けてもら

う。併せて自己評価を行い、その結果を毎

年マスコミに発表して、皆さんに信任して

いただいたマニフェストが、１年目でここ

まで進みましたよ、２年目はここまで、３

年目はここまででしたよと、情報提供して

いくのです。そのことによって、有権者の

皆さんは、選挙の時だけでなく、政治・行

政に関心を持ってチェックができるように

なるのです。このチェック機能が次の選挙

では有効に働くのです。要するに、公約も

全く守らない、選挙の時に美辞麗句ばかり

言って、有言実行できないような知事に対

しては、「もう次はやらせないよ」という

有権者の皆さんの判断になると思います

し、あるいは、「あの知事は大変厳しい中

でもよくやった、マニフェストもみんな

80 点以上付いている。これならもう１期

やってもらおうか」という評価につながる

のです。

政策中心の選挙、政治、行政をつくり上

げる、それを政治家と有権者が共同作業で

やっていく。こういう仕組みができたとき

に初めて私は地方の民主主義というのは花

開くと思っています。ですから、神奈川か

らそういう政治が実現できるように、これ

からも頑張っていきたいと思います。

きょうは皆さん、ご参加いただいてあり

がとうございました。

小林教授

ありがとうございました。通常、こうい

う形のフォーラムですと、一回やってそれ

で終わりとなってしまいがちになるのです

が、これまでの議論を事務局でまとめてい

ただくようお願いしております。よろしけ

れば、事務局の方、まとまっているようで

したら、皆さんにご配布をいただけますで

しょうか。私としては、これで終わりにす

るのではなくて、むしろ、今日を出発点に

して、皆さんと一緒に川の上流に向かって

ボートを漕ぎ続けていきたいし、そうしな

いと地方分権というのは絶対に実現してい

かないと思っております。

そこで、今までの議論を踏まえまして、

できれば次のアピールをさせていただきた

いと思います。

（会場へ資料配布）

お手元にございますか。今、事務局でお

まとめいただいたものが今、私にも来てお
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ります。これを読み上げさせていただきた

いと思います。

地域力の時代、日本再生に向けて（案）

少子高齢化やグローバル化の進展など我

が国の社会経済構造が大きく変化する中、

地方の自由度・自主性を高め、個性豊かで

活力あふれる地域社会を築いていく必要が

あります。また、グローバル時代に対応す

るため、国は世界標準・世界ルールづくり

など本来担うべき役割に専念すべきです。

こうした変化に対応し、今こそ、地方分

権改革を力強く進め、日本の再生を目指さ

ねばなりません。

私たちは、本日行われた「地方分権フォ

ーラム2008」における議論を通じて、次の

取り組むべき課題があることを確認しまし

た。

（地方自治体の強化）

１ 「地域でできることは地域で」行うこ

とを基本に、国と地方それぞれが果たすべ

き役割に応じて、権限と財源を配分し直す

こと

（住民自治の仕組みの充実）

２ 必要な権限と財源を持った地方におい

て、「自己決定・自己責任」を原則に、住

民の意思が反映された自治体運営が行われ

る仕組みを充実させること

（住民の意識改革）

３ 自治の主役である住民が、自らの地域

をどのようにするか、自ら考え、行動する

よう、意識を高めていくこと

（住民自治の充実に向けた議論）

４ 住民が自らの地域のことは自らの意思

で決定する、真の地方自治を実現するた

め、住民とともに幅広い議論を進めること

本日提起されたこれらの課題を踏まえ、

私たちは、今こそ、地域力を結集し、住民

が主体となったまちづくりによる地方の活

性化、さらには、日本の再生を目指して、

「自らの地域のことは自らの意思で決定

し、その財源・権限と責任も自らが持つ」

社会の実現に向けて取り組みます。

また、本日の議論を一過性に終わらせる

ことなく、地方分権改革を先進的に進めて

きたこの神奈川県において、今後、｢新・

地方の時代｣を展望し、幅広い層の参画を

得て議論する場を設け、その成果を全国に

発信します。

平成20年7月16日

地方分権フォーラム2008

以上でございます。もしご賛同いただけ

るようでしたら、拍手をお願いできればと

思います。

（拍手）

大変ありがとうございました。それで

は、３時間にわたりまして議論をしてまい

りました地方分権フォーラム２００８をこ

れで終了したいと思います。どうも本日は

ありがとうございました。
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参 考

全国知事会議プレイベント

地方分権フォーラム 2008の概要 

○ 日 時	 平成２０年 7月１６日（水） 13 時から 16 時 

○	 会 場 パンパシフィック横浜ベイホテル東急

（横浜市西区みなとみらい２－３－７） 

○ 参 加 者	 ４８５名 

○ 主 催	 神奈川県 

○ 共 催	 全国知事会・神奈川県市長会・神奈川県町村会 

○ 後 援	 総務省・自治体学会 

○ プログラム

時 間 プ ロ グ ラ ム （敬称略）

13:00～ 13:30
主催者挨拶・課題提起

松沢 成文 神奈川県知事

13:30～ 16:00

パネル討論

「新たな地方の時代への扉を開く～分権改革と地方の自立～」

＜コーディネーター（進行・調整役）＞

小林 良彰 慶應義塾大学法学部教授・日本政治学会理事長

＜パネリスト＞

麻生 渡 全国知事会会長・福岡県知事

宮崎 緑 千葉商科大学政策情報学部教授・神奈川県教育委員

松沢 成文 神奈川県知事

提 言

「地域力の時代、日本再生に向けて」

※提言文は別紙のとおり
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地域力の時代、日本再生に向けて

少子高齢化やグローバル化の進展など我が国の社会経済構造が大きく変化

する中、地方の自由度・自主性を高め、個性豊かで活力あふれる地域社会を

築いていく必要があります。また、グローバル時代に対応するため、国は世

界標準・世界ルールづくりなど本来担うべき役割に専念すべきです。

こうした変化に対応し、今こそ、地方分権改革を力強く進め、日本の再生

を目指さねばなりません。

私たちは、本日行われた「地方分権フォーラム2008」における議論を通じ

て、次の取り組むべき課題があることを確認しました。

（地方自治体の強化）

１ 「地域でできることは地域で」行うことを基本に、国と地方それぞれが

果たすべき役割に応じて、権限と財源を配分し直すこと

（住民自治の仕組みの充実）

２ 必要な権限と財源を持った地方において、「自己決定・自己責任」を原

則に、住民の意思が反映された自治体運営が行われる仕組みを充実させる

こと

（住民の意識改革）

３ 自治の主役である住民が、自らの地域をどのようにするか、自ら考え、

行動するよう、意識を高めていくこと

（住民自治の充実に向けた議論）

４ 住民が自らの地域のことは自らの意思で決定する、真の地方自治を実現

するため、住民とともに幅広い議論を進めること

本日提起されたこれらの課題を踏まえ、私たちは、今こそ、地域力を結集

し、住民が主体となったまちづくりによる地方の活性化、さらには、日本の

再生を目指して、「自らの地域のことは自らの意思で決定し、その財源・権

限と責任も自らが持つ」社会の実現に向けて取り組みます。

また、本日の議論を一過性に終わらせることなく、地方分権改革を先進的

に進めてきたこの神奈川県において、今後、｢新・地方の時代｣を展望し、幅

広い層の参画を得て議論する場を設け、その成果を全国に発信します。

平成20年7月16日

地方分権フォーラム2008
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出 演 者 プ ロ フ ィ ー ル

小林 良彰 （こばやし よしあき） 慶應義塾大学法学部教授・日本政治学会理事長

　慶應義塾大学法学部専任講師、同助教授などを経て、現在、同教授・多文化

市民意識研究センター長。専門は、政治過程論、現代政治分析。

　他に、日本学術会議20期会員・同１部幹事、公共選択学会理事などを務める。

著書に『制度改革以降の日本型民主主義』『現代日本の政治過程』『選挙・投

票行動』『現代日本の選挙』『公共選択』『選挙制度』『計量政治学』(いず

れも単著)など多数。

麻 生　渡（あそう わたる） 全国知事会会長・福岡県知事

　昭和38年、通商産業省に入省。以降、特許庁長官、財団法人中小企業総合研

究機構顧問などを経て、平成７年に福岡県知事に初当選。現在４期目。

　平成17年より全国知事会会長に就任し、地方分権改革の先頭に立つ。

宮 崎　緑（みやざき みどり） 千葉商科大学政策情報学部教授・神奈川県教育委員

　東京工業大学講師、千葉商科大学政策情報学部助教授などを経て現職。専門

は国際政治学、政策情報学。

　他に、鹿児島県奄美パーク園長、田中一村記念美術館館長、日本社会情報学

会理事、日本計画行政学会理事などを務める。

　著書に『女の耳目』、『わたしが会ったアジアの子ども』、『おもいっきり

翔んで』(いずれも単著)など多数。

松沢 成文（まつざわ しげふみ） 神奈川県知事

　昭和57年、財団法人松下政経塾に入塾。以降、神奈川県議会議員、衆議院議

員などを経て、平成15年に神奈川県知事に初当選。現在２期目。 
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地方分権フォーラム記録集

発行：平成 20年９月

＊ この記録集は、地方分権フォーラムの概要を事務局で取りまとめた

ものであり、文責は神奈川県にあります。


本書に関するお問い合わせは下記までお願いします。


神奈川県政策部広域行政課

〒２３１－８５８８


横浜市中区日本大通１


電話：０４５（２１０）３１５０（直通）



